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要旨 
 
本博士論文は、リレーションシップ・マーケティングに関して、日本に特徴的な要素に
ついて研究を行っている。それは、既存のリレーションシップ・マーケティングの考え方
を、日本の文化や特性に合わせてカスタマイズし、実務においてより日本の顧客に受け入
れられるようなマーケティング理論を構築するためである。 
日本人の価値観には日本独特の概念がある。日本の文化的特徴については Hall、
Hofstedeによって示されているとおり、ハイコンテクスト、集団主義、長期志向などの特
徴がある。また、情緒的で義理や人情を大切にする、相手を尊重する、お客様をもてなす、
という習慣がある。その一方で、他人と親しくなるまでに時間を要するが、親しくなった
相手には便宜を図り、恩を受けた相手には恩返しをしようと尽くす。 
リレーションシップ・マーケティングの先行研究においては、このような文化的背景を
踏まえた分析を目にすることはなかった。国内の研究者による論文では参考文献として多
くのアメリカを中心とした先行研究が挙げられているが、異なる文化圏で得られた研究結
果がすべて日本に適用できるとは限らない。そこで、日本で行われているマーケティング
活動の成功事例から、日本的な要素を質的研究によって分析し、既存のリレーションシッ
プ・マーケティング理論を日本に適した理論に補正するため、研究に取り組んだ。 
リレーションシップ・マーケティングの理論、すなわち長期間にわたる関係性を築くこ
とで企業の利益も顧客価値も向上する、という理論は日本においても共通であると考える。
しかし、顧客との関係性構築、更には価値共創の部分は研究対象地域の文化的特性を考慮
し、実例から考察を進める必要があるのではないかと考えた。そこで、昔から行われてい
た営業方法、あるいは日本のみで実施されているリレーションシップ・マーケティングを
研究対象として、ケーススタディ・リサーチによる分析を行った。 
まず初めに、リレーションシップ・マーケティングの先行研究についてレビューを行い、
研究対象となる分野の理論を整理した。 
次に、選定した企業についてケーススタディ・リサーチを行った。このような研究は過
去にモデルとなる先行研究が見当たらなかったため、特定の業種に絞らずに独特の営業を
行っている企業を選定し、ケースを作成した。また、企業・営業担当者・顧客それぞれの
関係性や相互作用を段階的に確認するために、BtoC、BtoBtoC、BtoCtoCの３つの形態の
ケースをとりあげた。 
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選択した業種は以下の３種類の業態から４社を選択した。 
 ・BtoC   伝統的な訪問型営業を行う生命保険会社 
 ・BtoBtoC  提案型営業を行う製造企業（食品メーカー・化粧品メーカー） 
 ・BtoCtoC  独自のサービスを展開する外資系食品メーカー 
 
分析の視点について説明する。生命保険営業のケースでは、営業担当者から寄せられた
訪問エピソードについて修正グラウンデット・セオリー・アプローチを用いて分析した。 
義理・人情・プレゼントというキーワードに着目し、それらの日本的要素が現在の関係性
構築にどのように作用しているのか、顧客との交流と営業担当者の心情に沿って分析を行
い、新しい担当者が時間をかけて顧客と信頼性を構築していくプロセスをモデル化した。 
提案型営業を行う製造企業のケースでは、営業担当者の行う経営支援を組織文化の視点
から分析を行った。Schein（2010）の組織文化の概念を参考に佐藤他（2015）が作成し
た氷山モデルを使用した。その結果、営業担当者の行うサービスの根底には、組織文化と
言われる企業の前提認識があることが分かった。 
独自のサービスを展開する外資系食品メーカーに関しては、日本のみで展開されている 
アンバサダー制度の仕組みを対象に、サービス・マーケティング・トライアングルを参考
に筆者が作成したモデルを用いて価値創造のプロセスを分析した。また、そのような作用
を可能とした背景として、林(1994)が述べるO型、M型組織の理論に基づき考察した。そ
の結果、双方に一次的価値創造、二次的価値が現れることが分かった。 
 これら３つのケーススタディを分析した結果、日本独特と考えられるリレーションシッ
プ・マーケティングの特徴がみられた。それらの要素について、営業担当者の意識、営業
担当者の育成、組織文化の３つの観点からその特徴を整理した。 
 まず営業担当者の意識として、献身、修練、身内意識の 3つの特徴が挙げられた。次に、
営業担当者の育成に関しては、マニュアルに基づく指導ではなく、マインドの醸成により
自発的に顧客視点の対応が行えるようになっていることがわかった。 
企業と顧客の関係性については、営業担当者を通して企業理念やそのミッションが顧客
に届けられていた。また、企業側がら顧客への働きかけに関しては、顧客を身内や仲間の
ように大切にしていることが伺えた。また、製造企業の３社とも、顧客が企業活動の一端
を担っていた。 
企業と顧客の関係性の特徴は、4つに集約できた。 
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・顧客に届けているものは、形のない価値である 
  ・営業担当者に内発的モチベーションが存在する 
  ・顧客を身内や仲間のように大切にする 
  ・時間をかけて関係性を育み、win-winの価値を共創する  
結論として、日本型リレーションシップ・マーケティングの研究には企業理念の視点が
不可欠であることが分かった。他国で構築された既存理論を鵜呑みにせず、日本の実例を
もとに深く分析を行い、日本に適したリレーションシップ・マーケティング理論を構築す
る必要がある。深層まで掘り下げて分析して初めて、その企業が行っているリレーション
シップ・マーケティングを正確に把握することができ、成功・失敗の原因や改良点を論じ
ることができるのである。 
本研究の限界としては、業種や事業形態が異なる企業について分析を行ったため、得ら
れた結論は日本型リレーションシップ・マーケティングの概要を示すにとどまった。 
また、企業の成功は事業戦略や経営者のリーダーシップ、時代背景といったものにも左右
されるが、本博士論文においてはそれらの要素は考慮していない。 
今後の課題としては、関係性構築において重視される要素について、本博士論文で得ら
れた結果の検証を行う必要がある。今回ケーススタディを行った企業が実施しているマー
ケティングについて、他の文化圏でどのような評価を受けるのか、日本人とそれ以外の国
民でどのように反応が異なるのかを比較し、日本的な特徴について精査したいと考える。 
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Ⅰ はじめに 
 
１．概要 
 
本博士論文は、リレーションシップ・マーケティングに関して、日本に特徴的な要素に
ついて研究を行っている。その目的は、既存のリレーションシップ・マーケティングの考
え方を、日本の文化や特性に合わせてカスタマイズし、実務においてより日本の顧客に受
け入れられるようなマーケティング理論を構築することである。 
日本人の価値観には日本独特の概念がある。日本の文化的特徴については Hall、
Hofstede によって示されているとおり、ハイコンテクスト、集団主義、長期志向などの
特徴がある。また、情緒的で義理や人情を大切にする、相手を尊重する、お客様をもてな
す、という習慣がある。その一方で、他人と親しくなるまでに時間を要するが、親しくな
った相手には便宜を図り、恩を受けた相手には恩返しをしようと尽くす。 
部分的には似ている文化も存在するとはいえ、日本の社会習慣や価値観は、北米やヨー
ロッパ諸国からみれば異質のものである。それは他の文化圏でも起こりうることである。 
リレーションシップ・マーケティングの先行研究においては、このような文化的背景を
踏まえた分析を目にすることはなかった。国内の研究者による論文では参考文献として多
くのアメリカを中心とした先行研究が挙げられているが、異なる文化圏で得られた研究結
果がすべて日本に適用できるとは限らないのではないか、と疑問を持った。他国のリレー
ションシップ・マーケティングに関する先行研究の中には、日本で得られる結果とは正反
対の結論が得られているものもあった。そこで、日本で行われているマーケティング活動
の成功事例から、日本的な要素を質的研究によって分析し、既存のリレーションシップ・
マーケティング理論を日本に適した理論に補正するため、研究に取り組んだ。 
リレーションシップ・マーケティングの理論、すなわち長期間にわたる関係性を築くこ
とで企業の利益も顧客価値も向上する、という理論は日本においても共通であると考える。
しかし、顧客との関係性構築、更には価値共創の部分は研究対象地域の文化的特性を考慮
し、実例から考察を進める必要があるのではないかと考えた。それらの実例から、帰納的
に日本的な特徴を表したモデルを構築した。 
まず初めに、リレーションシップ・マーケティングの先行研究についてレビューを行っ
た。リレーションシップ・マーケティングの最初のモデルは Arndt(1979)が提示した「飼
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育された市場モデル」だと言われている。Arndt は企業間の継続的取引関係の存在に注目
し、これらの取引関係をマネジメントするためには従来のモデルでは不十分と考えた。し
かし、このモデルに関しては、取引関係において政治力を駆使することを主張しており、
消費者との関係を含んでいないことから、限定された取引についての説明と認識されてい
る（傳, 2004, pp.136-137）。リレーションシップ・マーケティングは 1990 年代に Berry、
Sheth、Grönroos などにより多くの研究が発表され、マーケティングの重要な概念と認
識されるようになった。Grönroos（1996, p.11）は、「マーケティングとは、企業の市場
関係性をマネジメントすることである」と定義しており、マーケティングの基礎となる概
念は関係性そのものであると述べている。このように、リレーションシップ・マーケティ
ングがマーケティング理論として認識されたのは比較的最近であるが、実際にはそれは商
取引が発生した時から存在していた現象である。しかし、実践的なマーケティング手段に
ついての研究はまだ少ないとされている。リレーションシップ・マーケティング研究の主
題は、従来の取引中心の研究から取引を行う両者の関係性に着目した研究、すなわちリレ
ーションシップ・マーケティングへとシフトしている。    
リレーションシップ・マーケティング研究には、その特徴的要素として経済的アプロー
チと社会的アプローチが挙げられるが、社会的アプローチの実証は複雑な要素が絡むため、
関係性構築プロセスの参考となる研究事例が不十分であるのが現状の課題である。特に、
取引者間の関係性構築プロセスは複雑で様々な要因が関わるため、理論的なフレームワー
クが確立されていない状況である。社会的アプローチに関しては、「社会的紐帯感」が顧
客との関係性において影響を与えることは経験的に知られていても、それが有効となる条
件や形成要因が解明されているわけではない。従って、顧客の社会的紐帯感に応えるため
の理論はリレーションシップ・マーケティングにおいてまだ確立されていないといえる。 
顧客との関係性構築・維持において、どのようなコミュニケーションを展開していくべ
きか、個々の実践的マーケティング手段についての議論は少ないという指摘もあり（高
嶋,2006）、望ましい関係性構築のためのプロセスを研究することが今後の課題となってい
る。 
そこで、昔から行われていた営業方法、あるいは日本のみで実施されているリレーショ
ンシップ・マーケティングを研究対象として、ケーススタディリサーチによる分析を行っ
た。このような研究は過去にモデルとなる先行研究が見当たらなかったため、特定の業種
に絞らずに独特の営業を行っている企業を選定し、ケースを作成した。また、企業・営業
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担当者・顧客それぞれの関係性や相互作用を段階的に確認するために、BtoC、BtoBtoC、
BtoCtoC の３つの形態のケースをとりあげた。 
選択した業種は以下の３種類、その中から４社のケース分析を行った。 
 ・BtoC   伝統的な訪問型営業を行う生命保険会社 
 ・BtoBtoC  提案型営業を行う製造企業（食品メーカー・化粧品メーカー） 
 ・BtoCtoC  独自のサービスを展開する外資系食品メーカー 
 
分析の視点について説明する。生命保険営業のケースでは、営業担当者から寄せられた
訪問エピソードについて修正グラウンデット・セオリー・アプローチを用いて分析した。 
義理・人情・プレゼントというキーワードに着目し、それらの日本的要素が現在の関係性
構築にどのように作用しているのか、顧客との交流と営業担当者の心情に沿って分析を行
い、新しい担当者が時間をかけて顧客と信頼性を構築していくプロセスをモデル化した。 
その結果、顧客は新しい営業担当者が定期的に訪問する姿を見ているうちに次第に存在
を認めるようになり、訪問に対して何か報いなければ、という気持ちが発生していること
が分かった。分析した体験記の多くは新規契約に結びついており、また顧客からプレゼン
トを贈られた事例もあった。これらは互恵性による行動、「お返し」として行われていた。
逆に、加入できない顧客が営業担当者に申し訳ないと伝える事例も見られた。 
 また、顧客側から「義理・人情が大切」という発言も見られた。経験の浅い職員が顧客
に認められていくプロセスにおいて、最初は知識やスキルが不足していても、それを向上
させようとする努力や熱心さを評価する事例が見られた。顧客側に誠意や努力を認める価
値観があり、それを行動で示す営業担当者を好ましく思い、信頼につながっていると考え
られる。更に、パーソナルな関係が継続し、信頼が増すと、顧客が営業担当者の支援・応
援をするようになった。一方、営業担当者の側にも「恩返ししたい」という意識が芽生え、
より知識を高めようというモチベーションが見られた。 
提案型営業を行う製造企業のケースでは、営業担当者の行う経営支援を組織文化の視点
から分析を行った。Schein（2010）の組織文化の概念を参考に佐藤他（2015）が作成し
た氷山モデルを使用した。その結果、営業担当者の行うサービスの根底には、組織文化と
言われる企業の前提認識があることが分かった。そのため、企業の理念やミッションが営
業担当者に徹底されており、顧客の立場に立って支援することができていということがわ
かった。そして、根底にある基本的前提認識を察することができる。 
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独自のサービスを展開する外資系食品メーカーに関しては、日本のみで展開されている 
アンバサダー制度の仕組みを対象に、サービス・マーケティング・トライアングルを参考
に筆者が作成したモデルを用いて価値創造のプロセスを分析した。また、そのような作用
を可能とした背景として、林(1994)が述べる O 型、M 型組織の理論に基づき考察した。
その結果、双方に一次的価値創造、二次的価値が現れることが分かった。 
企業・営業担当者・アンバサダー間でそれぞれインターナル、エクスターナル、インタラ
クティブな関係性が発生し、職場のコミュニケーションが良くなる、仕事の能率が上がる
という二次的価値創造に繋がっていた。このような二次的価値創造は、企業とアンバサダ
ーの間でも発生していた。このように、二重のサービス・マーケティング・トライアング
ルを分析した事例は過去の研究においてみられなかったため、新しいモデルと考えられる。 
 これら３つのケーススタディを分析した結果、日本独特と考えられるリレーションシッ
プ・マーケティングの特徴がみられた。本章ではそれらの要素について、営業担当者の意
識、営業担当者の育成、組織文化の３つの観点からその特徴を整理した。 
 まず営業担当者の意識として、献身、修練、身内意識の３つの特徴が挙げられた。顧客
のために献身的につくし、役に立つために知識やスキルを向上させ、一旦関係性が構築さ
れると仲間や身内のように親しく交流する。 
 次に、営業担当者の育成に関しては、マニュアルに基づく指導ではなく、マインドの醸
成により自発的に顧客視点の対応が行えるようになっていた。研修は実践的な内容で行わ
れ、顧客の悩みに対して「何をするか」を教わるのではなく、顧客と同じ視点に立って自
分で考えるという実践的な研修である。従って、営業の現場では顧客の悩みを理解し、共
感した上で最適な支援を創り出している。一期一会、おもてなしの精神で顧客に接するこ
とができていることが分かった。 
また、営業担当者の粘り強さも特徴の一つである。日本人は一般的に関係姿勢を構築す
るまである程度の期間を要する。そのため、顧客が受け入れてくれるまで粘り強く訪問を
続けなくてはならない。顧客の役に立ちたいという使命感があるから、あきらめずに訪問
を続けることができるのである。 
企業と顧客の関係性については、営業担当者を通して企業理念やそのミッションが顧客
に届けられていた。また、企業側がら顧客への働きかけに関しては、顧客を身内や仲間の
ように大切にしていることが伺えた。また、製造企業の３社とも、顧客が企業活動の一端
を担っていた。企業と顧客の関係性の特徴は、４つに集約できた。 
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・顧客に届けているものは、形のない価値である 
  ・営業担当者に内発的モチベーションが存在する 
  ・顧客を身内や仲間のように大切にする 
  ・時間をかけて関係性を育み、win-win の価値を共創する  
結論として、日本型リレーションシップ・マーケティングの研究には企業理念の視点が
不可欠であることが分かった。顧客と直接対面する営業担当者の表面的な行動や態度を研
究するだけでは、関係性構築の成否が営業担当者個人の能力に左右されるという誤認につ
ながるからである。 
日本型リレーションシップ・マーケティングの核となっているものは顧客に接する営業
担当者の内発的モチベーションやマインドであるが、それら表層に現れたサービスや商品
の源泉は従業員がもつミッション、その土台となる企業理念である。 
深層まで掘り下げて分析して初めて、その企業が行っているリレーションシップ・マー
ケティングを正確に把握することができ、成功・失敗の原因や改良点を論じることができ
るのである。 
リレーションシップ・マーケティングの成功のためには、他国で構築された既存理論を
鵜呑みにせず、日本の実例をもとに深く分析を行い、日本に適したリレーションシップ・
マーケティング理論を構築する必要がある。 
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Ⅱ 先行研究レビュー 
 
近年のマーケティング研究においては取引志向から関係性志向へのシフトが行われて
いると考えられている。リレーションシップ・マーケティングの最初のモデルは
Arndt(1979)が提示した「飼育された市場モデル」だと言われている。Arndt は企業間の
継続的取引関係の存在に注目し、これらの取引関係をマネジメントするためには従来のモ
デルでは不十分と考えた。しかし、このモデルに関しては、取引関係において政治力を駆
使することを主張しており、消費者との関係を含んでいないことから、限定された取引に
ついての説明と認識されている（傳,2004,pp.136-137）。 
1990 年代には、マーケティングの概念が取引から関係性へと移行し(Sheth et al, 
1995, p.397)、顧客との信頼やコミットメントを中心にした研究が盛んにおこなわれ
るようになった。特に 1990 年代半ば以降からは多くのリレーションシップ・マーケティ
ングに関する研究成果が発表されている。 
Gummesson(1999)の定義によると、リレーションシップ・マーケティングとは相互作
用・関係性・ネットワークに焦点を当てるマーケティングとされている。しかし、それら
の要素は新しく発生した現象ではなく、元々、商取引において中心的な役割を果たしてい
たものである。リレーションシップ・マーケティングとは、「産業革命以前の商取引、す
なわち仲介人の介在しない直接取引への回帰である（Sheth and Parvatiyar,1995, 
p.403）」。 
提供者と顧客との二者間の取引においては、流通業者や組織といった他の複雑な要素
に左右されることなく、取引の成立・継続は両者の関係性によって決まる。また、Grönroos
（1996, p.11）は、「マーケティングとは、企業の市場関係性をマネジメントすることで
ある」と定義しており、マーケティングの基礎となる概念は関係性そのものであると述べ
ている。このように、リレーションシップ・マーケティングがマーケティング理論として
認識されたのは比較的最近であるが、実際にはそれは商取引が発生した時から存在してい
た現象である。 
 久保田（2003）はそれらの研究を整理し、従来の顧客満足型マーケティングとの比較を
行った。顧客満足型マーケティングとリレーションシップ・マーケティングについて、両
者の着眼点に基づき対比すると以下の表のようになる。 
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表Ⅱ－１ 顧客満足型マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの違い 
 
出所：久保田, 2003, p.16 を元に筆者が再構成 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
売り手が向上させるもの 買い手側が向上するもの 成果 着眼点
（マーケティングの実施） （マーケティングの目的） （買い手の行動） （焦点）
顧客満足型 製品、サービス、ブランドの 製品、サービスへの満足度 再購買行動 交換対象（モノ）
マーケティング パフォーマンス 向上 推奨行動
リレーションシップ リレーションシップの質 関係性の評価 長期志向 売り手と買い手の
・マーケティング コミュニケーション 信頼感の向上 協力的行動 関係性（ヒト）
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この表が示すように、顧客満足型マーケティングとリレーションシップ・マーケティン
グの違いは、マーケティングにおいて向上させる対象が、前者は目に見え、測定しうるも
のであるのに対し、後者は目に見えず、測定が困難なものであることがわかる。また、製
品の性能は技術の進歩により向上させることができるが、関係性は顧客の意識や感情、当
事者達の周囲の環境や状況によって左右されるため、何によって向上させることができる
か判断が困難である。多数の関係性を評価したり、関係性による競争力を比較したりする
枠組みは構築されていないという課題も残されている（高嶋,2006,p.38）。 
また、久保田（2003）は、リレーションシップ・マーケティングの中の多面性に注目し、
経済的側面と社会的側面の２つの側面について研究した。売手と買手の関係が長期に継続
する経済的価値に着目したものを経済的アプローチ、良好な関係性による精神的充実感に
着目したものを社会的アプローチとして、リレーションシップ・マーケティングの基本モ
デルを作成した図を引用する。 
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図－Ⅱ－１ リレーションシップ・マーケティングの基本モデル 
 
出所：久保田, 2003, p.25 
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図に示されたアプローチのうち、経済的アプローチに関しては、不確実性・取引頻度・
資産特定性の「取引の３次元」に基づく分析が進んでおり、リレーションシップの構築が
望ましい条件について論じられている。一方、社会的アプローチに関しては、「社会的紐
帯感」が顧客との関係性において影響を与えることは経験的に知られていても、それが有
効となる条件や形成要因が解明されているわけではない。従って、顧客の社会的紐帯感に
応えるための理論はリレーションシップ・マーケティングにおいてまだ確立されていない
といえる。 
顧客との関係性構築・維持において、どのようなコミュニケーションを展開していくべ
きか、個々の実践的マーケティング手段についての議論は少ないという指摘もあり（高
嶋,2006）、望ましい関係性構築のためのプロセスを研究することが今後の課題となってい
る。 
Grönroos(1984)が行った研究に興味深いものがある。サービス企業のエグゼクティブ
に対してサービス品質と企業イメージに関する質問を行ったところ、「接客従業員の応対
が顧客志向・サービス志向であれば、サービスの技術的品質(technical quality)の一時
的な問題を補償する」という質問に同意した回答者が９割以上も存在したという。さらに、
４割近い回答者が接客従業員の接客応対の方法によっては低い技術的品質を補償すると
考えている。技術的品質とは顧客が結果として受け取るものであり、どのようにその結果
を受け取ったかというプロセス（＝サービスのパフォーマンス）を機能的品質（functional 
quality）と呼ぶ。この研究結果は、サービス企業において接客従業員の機能がいかに重
要な役割を果たすかを示しており、接客従業員が顧客と良好な関係性を築けるようマネジ
メントすることが顧客獲得・維持のためには不可欠であることが分かる。同様に、Sheth 
and Parpatiyar(1995)も顧客はサービスの結果得られるものよりも、むしろ関係性を築く
プロセスをより重視しているのではないかと指摘している。 
リレーションシップ・マーケティングの成功は、顧客との間に好ましい関係性を構築す
る能力に依存する、ということは複数の研究者に指摘されている（久保田,2003,p.28）。
それでは、顧客と良好な関係性を結ぶためにはどのようにすればよいのか。言い換えれば、
顧客と良好な関係性を築けているサービス提供者は何が優れているのだろうか。 
Sheth and Sobel(2009）はクライアントと長年良好な関係を築いているプロフェッショ
ナル（FP や財務コンサルタントなど）やそのクライアントへのインタビューを行い、そ
の核心を明らかにした。簡単にまとめると、多くのプロフェッショナルは「答えを出す」
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ことに注力するが、クライアントはプロフェッショナルに「適切な質問」や「大局的な考
え」を示し、「耳を傾けて」くれることを望んでいるという結果が得られたという。一般
的なプロフェッショナルを「エキスパート」、クライアントが望むプロフェッショナルを
「アドバイザー」として両者の特徴を表Ⅱ－２に示す。 
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表Ⅱ－２ エキスパートとアドバイザーの違い  
エキスパート アドバイザー 
深みがある 深みと広がりがある 
話す 聴く 
答えを提供する 良い質問をする 
仕事上の信頼を築く 仕事上だけでなく、個人的な信頼関係を
も築く 
コントロールする 協働する 
専門性を提供する 洞察を提供する 
分析する 統合する 
出所：Sheth and Sobel, 2000，p.38） 
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エキスパートとアドバイザーを比較してみると、エキスパートとアドバイザーの関わり
方は対極に位置しているということが分かる。エキスパートは自らアウトプットするのに
対し、アドバイザーはクライアントからのアウトプットを促している。エキスパートとア
ドバイザーの違いは知識や能力ではなく、クライアントへの対応、接し方である。表Ⅱ－
２の太字で示した項目は、全てコーチ（本博士論文においては特にビジネス・コーチを指
す）がコーチングのセッションで果たす役割と一致している。そこで、良好な関係性構築
の参考として、コーチングの先行研究を確認する。なお、クライアントの目標達成や課題
解決の支援手法として、コーチングとコンサルティングが類似手法と認識されることがあ
る。混同を避けるため、補足として両者の相違点を以下に示す。 
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表Ⅱ－３ コンサルティングとコーチングの違い 
 コンサルティング コーチング 
語源 consulere；「相談する」の反復形 Coach；馬車 
目的 企業の課題解決、業績向上 個人の目標達成・明確化、向上 
支援者の行動 判断、提案 傾聴、質問 
プロセス 現状分析～問題把握～解決策提示 傾聴～質問～気付き～明確化 
セッション構
築 
支援者主導 協業・協働 
対話の焦点 経営課題（外的環境含む） 価値観・目標 
質問の目的 診断のための情報収集 気付きの引き出し 
関係性 登山家とシェルパ（リードする） 走者と伴走者（対等） 
成功要件 支援者の知識、分析力、提案力 両者の関係性、支援者の傾聴力 
出所：出野, 2015, p.34 より抜粋 
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コーチングの定義は学派によって様々な表現があるが、大筋では「クライアントが望む
姿に変化するように」「傾聴や質問により支援する」「協働（協力）関係である」というこ
とが記されている（O’Connor et al,2007)。スポーツの分野のコーチのように手本を示
したり指導をしたりすることはなく、セッションの大半はクライアントが話していること
になる。そのようなコーチングの在り方が、プロフェッショナルとしてサービスを提供す
る側に求められているということが確認できた。 
そこで次に、一般的なサービスを行う接客従業員についても、同じことがいえるのかど
うかを考えて確認する。接客従業員にコーチングを実施することで接客パフォーマンスが
向上することは研究によって確認されている。Doyle and Roth (2013)は、Insight Coaching
と名付けたコーチング手法を提唱し、マネジャーがセールス担当者へコーチングを実施す
ることにより、セールス担当者が重要な顧客と信頼関係を築く助けになると結論付けてい
る。また、Pousa and Mathieu (2013)は、銀行のマネジャーが従業員に対して特定の業務
上の課題についてコーチングを行った結果を測定し、コーチングにより従業員のパフォー
マンスがどのように変化するかを測定した。その結果、コーチングを行った従業員は顧客
志向、すなわち顧客のニーズに合わせた商品を提供し、顧客が満足を得るように助けると
いうような行動が増加した。その反面、彼らの販売志向、すなわち自身の販売成績を伸ば
すことや、顧客を説得して販売するという行動は減少した。すなわち、彼らの販売の機会
を得ようとする意識よりも、顧客の希望を重視する意識が向上した結果、販売成績も向上
したという結論が得られている。つまり、これらの研究は、一般的な従業員もコーチング
を受けることで、顧客にとってより好ましい接客行動を行えるようになるということを示
唆している。 
 顧客のニーズに合わせるという点において、ワン・トゥ・ワンマーケティングとの違い
を確認する。根本的な違いとして、ワン・トゥ・ワン・マーケティングの目的は顧客を管
理しようとすることが挙げられる。例えば、Peppers and Rogers（1997,邦訳,p.164）は、
「顧客に自分の欲しいものが何かを言わせること。それを覚えて提供すれば、その顧客を
一生つなぎとめておける」と述べている。つまり、これは顧客を教育する「学習関係」に
よってロイヤルティを創り出すという戦略である。一方、リレーションシップ・マーケテ
ィングは、関係者の目的を合致させるために、顧客との関係性を構築し、維持し、発展さ
せ営利化することである。そして、その関係性が維持されるためには、顧客の信頼を必然
的に伴う（Grönroos,2007）。すなわち、ワン・トゥ・ワンマーケティングは企業視点のマ
 21 
 
ーケティング、リレーションシップ・マーケティングは顧客視点のマーケティングであり、
顧客の信頼を得る必要がある。 
 それでは、次に顧客の信頼を得るにはどのような姿勢が求められるのかについて確認す
る。 
接客従業員の傾聴姿勢が長期に渡る関係性構築にもたらす影響については、信頼性の増
加や顧客満足度の向上が明確に表れるという（Ramsey and Sohi, 1997）。更に、Aggarawal 
et al(2005)の研究では、セールス担当者の共感を視点に追加して調査を行った。それに
よると、共感はセールス担当者の傾聴能力と高い相関を示すこと、共感を示すことで顧客
の信頼と満足度が高まることが確認された。また、セールス担当者のコミュニケーション
能力と問題への対応力が顧客との関係性継続に影響することも示されている（Biong and 
Selnet,1995）。 
一方、Weitz et al（1986）によると、販売実績に連動したボーナスを支払うような制度
を適用すると、セールス担当者が顧客のニーズに柔軟に対応しようとするモチベーション
が低下するという。 
それでは、顧客との関係性を構築したのち、その関係性を維持するために必要なこと
は何か。関係性を維持し、向上させることは、顧客との関係性がどの程度進んでいるかに
よって、適したマーケティングの状況は異なる。サービス提供者の側から見て、関係性の
構築は誓約を含み、関係性の維持は誓約の達成に基づき、関係性を向上させることは、必
要条件として誓約の実現から新しい誓約が得られることを意味する（Grönroos,2007）。す
なわち、関係性を維持するためには、サービス提供者は要求された水準の価値を提供し続
けなければならないし、更に関係性を向上させるためには、新たな価値を提供しなければ
ならないということである。そして、誓約は相互に行われる。 
顧客と従業員（営業担当者）との相互作用プロセスはインタラクティブ・マーケティン
グと呼ばれる（Grönroos,2007）。顧客と従業員の間で行われるインタラクティブ・マーケ
ティングにおいては、企業と顧客の相互作用による価値共創とその価値を媒介とした更な
る関係性の強化が焦点となる。この関係性を強化するステージとして、①企業と顧客の相
互作用無、②顧客の情報探索と試行的購買、③企業と顧客の相互満足とロイヤルティの増
大、④企業と顧客のコミットメントの４段階と各段階で共有する価値観を挙げている（大
江,2008）。 
このような関係性の継続は、企業の努力にもかかわらず顧客の側が決める。顧客は、「取
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引モード」と「関係性モード」のいずれにも自らを位置づけることができる。しかし、顧
客がいつ取引モードから関係性モードに変化したいのかについて論じた論文は今のとこ
ろ見当たらない。 
そのような状況であるため、Grönroos（2007）は企業側も顧客側も真の関係性を築き、
マーケティングの基盤として使いたいとは思っていないと認識している。よりニュートラ
ルな「顧客マネジメント」として、企業と顧客が望むときに関係性を構築するマーケティ
ングの理論を開発した方が賢明である、と述べている。 
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Ⅲ．研究方法 
 
本博士論文の研究方法は、日本的な特徴あるいは日本のみで実施されているリレーショ
ンシップ・マーケティングを研究対象として、ケーススタディリサーチによる分析を行う。
既存のフレームワークを用いて、各ケースの関係性構築や価値創造のプロセスを検証し、
日本型リレーションシップ・マーケティングの要素を抽出し、構造化を試みる。   
 このような研究は過去にモデルとなる先行研究が見当たらなかったため、特定の業種に
絞らずに独特の営業を行っているケースを収集した。また、企業・営業担当者・顧客それ
ぞれの関係性や相互作用を段階的に確認するために、BtoC、BtoBtoC、BtoCtoC の３つ
の形態のケースをとりあげた。 
分析の視点は、BtoC ケースでは訪問型生命保険を対象に、新しい担当者が時間をかけ
て顧客と信頼性を構築していくプロセスをモデル化した。BtoBtoC ケースでは、製造企
業の提案型営業を対象に、営業担当者の行う経営支援を組織文化の視点から分析を行った。
BtoCtoC ケースでは、革新的なアンバサダー制度の仕組みを対象に、企業・営業担当者・
サービス・エンカウンターを担う顧客の相互作用を価値創造の視点から分析を行った。 
分析の方法として、生命保険営業のケースでは営業担当者から寄せられた訪問エピソー
ドについて修正グラウンデット・セオリー・アプローチを用いて分析した。提案型営業の
ケースでは、Schein（2010）の組織文化の概念を参考に佐藤他（2015）が作成した氷山
モデルに基づき分析を行った。アンバサダーのケースでは、Grönroos(2015)のサービス・
マーケティング・トライアングルを参考に筆者が作成したモデルを用いて価値創造のプロ
セスを分析した。また、そのような作用を可能とした背景として、林(1994)が述べる O
型、M 型組織の理論に基づき考察した。 
各ケースで用いたフレームワークの概要については以下のとおりである。 
 
① 修正グラウンデット・セオリー・アプローチ（M-GTA） 
M-GTA は質的研究法の一つであり、ヒューマン・サービス領域の研究において適した
分析手法として、看護や介護、教育など、サービスが行為として提供される社会的相互作
用の研究に採用されている（木下，2007）。そのため、営業職員の行動と顧客の行為の相
互作用プロセスを分析する際にも適したアプローチであると判断した。 
② 氷山モデル 
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Schein（2010）は、文化を自分たちが参加する集団についてある人が有する一連の前
提であると定義し、３つの主要なレベルで分析できると述べている（佐藤他，2015）。そ
れらの前提は３層に分類される。 
  １．人工の産物 
    ・可視的で、触ることができる構造とプロセス 
    ・観察された行動 
      －分析、解釈することは難しい 
  ２．信奉された信条と価値観、願望 
    ・理想、ゴール、価値観、願望 
    ・イデオロギー（理念） 
    ・合理化 
      －行動やその他の人工の産物と合致することもしないこともある 
  ３．基本的前提認識（共有されている） 
    ・意識されずに当然のものとして抱かれている信条や価値観 
      －行動、認知、思考、感情を律する 
この説明に基づき、佐藤他（2015）が作成したものが図－Ⅲ－１に示す氷山モデルで
ある。経営支援を行う営業担当者の関係性構築能力が企業の研修によって培われているこ
とから、営業担当者のサービスの背景にある組織文化を考察することが必要と考え、この
モデルを分析ツールとして採用した。 
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図Ⅲ－１ 組織の氷山モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：佐藤,平岩,Al-alsheikh, 2015, p.32 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基本的前提認識 
人工の
産物 
信奉された 
信条と価値観 
見える 
見えない 
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③ サービス・マーケティング・トライアングル 
BtoCtoC のケースでは、企業－営業担当者－顧客の３者間で発生する相互作用を表す
ために、Grönroos(2015)のサービス・マーケティング・トライアングルが適切と考えた。
このモデルでは、企業－営業担当者－顧客間でそれぞれ発生するインターナル・マーケテ
ィング、エクスターナル・マーケティング、インタラクティブ・マーケティングと各 2
者間で提供する価値を表している。ただし、このケースでは顧客の先にさらに顧客が存在
するという特殊な事例であるため、ケース分析に際してはこのモデルをベースに新しい分
析モデルを構築している。 
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図Ⅲ－２ サービス・マーケティング・トライアングル 
 
 
出所；Grönroos, 2015, p.58 
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④ O 型組織、Ｍ型組織 
林(1994)は、組織の中で何かを行う際の役割分担をどのように行うかの原則について、 
O 型組織、Ｍ型組織の２つがあると述べている。O 型組織は有機的（organic）、M 型組
織は機械論的（mechanistic）である。O 型組織では、上の三角形が経営管理組織、下の
長方形の部分が業務・作業組織を表している。三角形の部分に組織が生存するために必要
な経営管理任務のすべてが含まれている。一方、Ｍ型組織では各自の行う役割が明確に決
まった積木のような組織である。 
図Ⅲ－３に示す通り、O 型組織では網掛けの部分が誰の担当でもない隙間となっている。
この部分は「グリーンエリア」と呼ばれ、個別主体の集合ではなく複数の「個」が一体化
して一つの主体になったような行動が生まれる場である。つまり、誰が行うか決められて
いない部分を相互に補い合って実行している。一方、Ｍ型組織ではそのような行動は生ま
れず、自分の役割以外のことは責任を持たない。 
林は、組織の他にコミュニケーションと知覚の特徴についても触れ、日本は O 型組織
であり、高コンテクスト、アナログ文化であると結論付けている。世界的に見て O 型組
織は稀であることから、リレーションシップ・マーケティングの日本的な特徴を考察する
際に不可欠な視点であると考える。 
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図Ⅲ―3 O 型組織とＭ型組織 
 
 
     O 型組織                    M 型組織 
 
出所；林, 1994，p.57 
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Ⅳ．BtoCのケース：訪問型生命保険営業 
 
１．本章の研究の背景 
 
日本の生命保険会社の伝統的な営業方法は『GNP』、すなわち「義理・人情・プレゼント」
による営業と言われている。第二次世界大戦後、日本の生保各社は主婦を大量採用し、親
戚や知人など縁故者を対象に義理・人情で保険を売るという手法で販売を伸ばしていった。 
しかし、販売を重視するあまり商品説明やアフターサービスが不十分な営業担当者が目
立ち、そのような販売体制に不満を抱く契約者は多数存在した。そして、2005 年の保険金
不払い問題発覚後は、GNP 営業による販売がその原因であるとみなされ、GNP 営業は批
判の対象となった。今では、GNP 営業は時代遅れのスタイルであり否定すべきものと認
識されている。 
しかし、生命保険の販売チャネルは、依然として従来通りの訪問型の販売が主流となっ
ているのである。実際に、GNP 営業の時代から何十年も成績を挙げ続けている営業担当
者が多数存在する。また、営業担当者や契約者の体験談の中には、人情やプレゼントとい
った GNP の要素が垣間見られる。なぜこのような事象が起こっているのだろうか。 
そこで、本章においては、営業担当者の訪問体験記を M-GTA を用いて分析し、GNP 要
素が関係性構築のプロセスでどのような役割を果たしているのかを分析した。そのうえで、
日本的なリレーションシップ・マーケティングの一側面として考察する。 
 
２．日本の生命保険営業の概要 
 
 第二次世界大戦後、生命保険会社は戦争未亡人となった女性を営業担当者として大量に
採用した。採用された女性たちは子供を育てるためにすぐに収入が必要であり、現在のよ
うに時間をかけて商品知識やセールスの研修が行われてはいなかった。そこで、営業担当
者たちは自分の親戚や友人を訪問し、販促品や手土産を配り、頼み込んで保険に加入して
もらうという営業が日常的に行われていた。このような営業は「義理・人情・プレゼント」
の頭文字をとって「GNP営業」と呼称されるようになった。商品が多様化するにつれ、各
社の教育体制は整備されていったが、女性の営業担当者を主力とした訪問型営業は半世紀
以上も日本の生命保険営業の主流であり、生命保険の普及が拡大した。1994年には生命保
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険の世帯加入率は95％にも達した。（平成27年度「生命保険に関する全国実態調査」生命
保険文化センター） 
 しかし、営業担当者の定着率を向上させることは生保業界の恒常的な課題であった。営
業担当者の給与体系は歩合制であるため、新規契約の獲得に注力するあまり、アフターケ
アが行き届かず顧客の不満を招くことがあった。また、新規契約が獲得できない営業担当
者は短期間で辞めてしまい、契約者は担当者からのサポートを受けられなくなった。義理
で加入した契約者が解約してしまうケースも頻繁にあった。 
 このような営業担当者のターンオーバーの激しさと、商品の多様化・複雑化が相まって、
本来支払うべき保険金が支払われなかったという「不払い問題」が2005年に発覚し、2008
年には金融監督庁から38社もの保険会社に対し業務改善命令が出された。保険金不払い問
題とは、保険事故が発生し、主たる保険金等の支払は行われているにもかかわらず、保険
会社が他の保険金等について保険契約者等から請求がなかった等のため支払っていなかっ
たことを指す。 
 この問題は宮地(2007)が指摘した商品内容の複雑さや社内体制、過大な販売ノルマ等の
他にも、特約の支払可否判断の困難さ、生命保険は請求主義であったこと等複数の要素が
絡んで発生したのであるが、営業担当者の知識不足やアフターケア不足もその要因である
ことは否めない。請求主義とは、顧客から請求された保険のみを支払うという考え方であ
る。なお、不払い問題以降、この方式は改められ、支払対象となる保険金・給付金を生命
保険会社から案内する請求勧奨が徹底されている。 
このような問題が発生した背景は、出口(2007)が主張するように、生命保険業界が顧客
を大切にせずにGNP営業を展開してきたことが原因である、とする意見が多くあり、GNP
営業への批判に繋がった。折しも、外資系生保の参入や通販型保険の販売が広がり、GNP
営業は時代遅れの営業スタイルと認識されるようになった。2014年には、生命保険の営業
担当者数はピーク時の1991年からほぼ半数まで減少した。 
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表Ⅳ－２－１ 登録営業担当者数の推移 
 
出所：生命保険文化センター「生命保険会社の営業体制と教育制度」
http://www.jili.or.jp/research/factbook/pdf/fa01-4.pdf・一般社団法人生命保険協会「生
命保険の動向（2016年版）」http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/29.pdf  
(共に2017.3.26に確認)に基づき筆者が作成 
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３．生命保険加入の動機 
 
 減少の一途を辿っていた営業担当者数だったが、2016年3月末時点に22万9668人と6年
ぶりに増加に転じた(2016.9.19 日本経済新聞朝刊 P.11)。 
田中（2014）によると、保険契約者の７割近くが今でも営業担当者を介して保険に加入し
ている。2015年に生命保険文化センターが行った調査では、保険加入の主な理由は以下の
通りとなっている。（複数回答） 
  希望にあった生命保険だった            35.6% 
  掛金が安かった                 20.6% 
営業担当者や代理店の人が親身に説明してくれた    17.5% 
営業担当者や代理店の人が知り合いだった            17.1% 
以前から加入していた営業担当者や代理店の人に勧められた    14.2% 
（http://www.jili.or.jp/press/2015/pdf/h27_zenkoku.pdf  2017.3.26に確認） 
  
加入理由の上位3番目から5番目を見ると、かつてのような義理や人情による加入が現在
でも存在していることがわかる。5番目の理由にある長期の関係性に基づく加入について
は、Berry（1983）が述べたように社会的紐帯感への欲求とリレーションシップ・マーケ
ティングの理論において説明が可能である。しかし、営業担当者が親切あるいは知り合い
であるということが加入理由の上位に挙がっている事実に対する明確な説明は、既存のリ
レーションシップ・マーケティングの研究には見当たらなかった。日本の生命保険加入に
おいては、顧客は営業担当者の知識の深さや説明のスキルに基づいて判断するよりも、営
業担当者との人間関係を重視し、営業担当者に任せる傾向があるのではないかと読み取れ
る。 
 
４．生命保険営業における関係性構築 
 
田中（2009）は日本において保険商品が広まった背景として、保険契約という「ドライ」
な商品が、身内や知人を頼るという「ウエット」な販売に依存してきたと指摘している。
さらに、他人であっても強い信頼性を感じる営業担当者に対しては、保障内容ではなく営
業担当者の人間性を信じて加入する、という非論理的な取引が行われていると述べている。 
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 そこで、営業担当者と顧客の関係性構築のプロセスでGNP要素がどのような役割を果た
しているかを調査するため、営業担当者から寄せられた体験記について分析を行った。
2013年から2015年の3年間のテキストで「義理・人情・プレゼント」を示すキーワードが
記載されたものについて、修正グラウンデット・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用い
て関係性構築プロセスの特徴を描き出した。 
体験記の分析においては、「義理・人情」に「恩（返し）」を加えたエモーショナル要
素と、「プレゼント」というマテリアル要素の2つに分類し、それぞれについて概念・定
義を分析した。その結果、義理・人情に関連した体験記は23件、土産や販促品も含めたプ
レゼントに関する体験記は20件見られた。 
大半が地域や職域を前任者から引き継いだ営業担当者の体験談であり、顧客に断わられ
る、あるいは相手にされなくても継続して訪問を続ける様子が書き記されていた。最初は
断られていた職員が顧客から何らかのリアクションを得られるまで、多くのケースで3か
月から半年程度の期間を要していたこともわかった。 
それらの体験記の中で、GNPに直接関連した文章のみ抜き出し、抽出した概念と定義を
表にしたものを以下に示す。なお、ある概念について、相反する定義が見られた箇所は1
つにまとめ、ネガティブな定義を括弧書きで表した。 
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表Ⅳ－４－１ 義理・人情に関する概念と定義 
 
S1：営業担当者の気持ち・行動  C1~C5：顧客の気持ち・行動 
出所：筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
№ 概　念 定　義
Ｓ１ お客様への恩返し 応援してくれるお客様に恩返ししたいと感じる
Ｃ１ 付き合いによる加入 加入するなら知人の方が安心
 (義理加入でフォローがないと失望・解約する)
Ｃ２ 継続による信頼構築 通い続けてくれる職員を信頼する
 (訪問が途切れると信用を無くす)
Ｃ３ 親身な対応への評価 職員の誠実さや人情味のある対応を評価する
 (事務的な対応をする職員に任せたくない)
Ｃ４ お礼としての加入 職員の献身に対する感謝、恩返し
 (恩返しが出来ないと申し訳なく思う)
Ｃ５ 営業職員の応援 加入勧奨や紹介により契約者が営業活動を応援する
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表Ⅳ－４－２ プレゼントに関する概念と定義 
 
S1~S5：営業担当者の気持ち・行動  C1~C7：顧客の気持ち・行動 
出所：筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
№ 概　念 定　義
Ｓ１ 継続することへのこだわり 断られても諦めずに訪問とプレゼントを続ける意思
Ｓ２ 人の役に立ちたい気持ち 契約に至らなくても人のために働いていることに喜びを感じる
Ｓ３ 気持ちはいつか伝わる 一生懸命活動すれば必ずお客様に伝わると信じる
　（お客様からの反応がないと辞めたくなる）
Ｓ４ 担当者以上の関係性 特別なギフトを贈るほど担当者を超えて契約者に友情を感じる
Ｃ１ 新しい営業職員への不信感 担当がすぐ変わることへの不満、訪問の拒絶、不信感
Ｃ２ 継続による信頼構築 何度も訪問されることにより営業職員への信頼が芽生える
Ｃ３ プレゼントの楽しみ 継続して贈られるプレゼントへの期待と感謝
　（いつも届いていたプレゼントが途切れると不安になる）
Ｃ４ お客様からのプレゼント 職員の献身に対する感謝とねぎらいを形で表す
Ｃ５ お礼としての加入 営業職員の頑張りに報いたいという気持ちからの加入
　（加入できないと申し訳ないと感じる）
Ｃ６ 関係性継続への欲求 同じ職員に継続して担当してほしいという欲求
Ｃ７ サービスの共創 加入勧奨や紹介により契約者が営業活動を応援する
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 義理、人情という言葉は営業担当者から発せられることはなく、顧客側の発言や行動に
見られた。営業担当者からのエモーショナル要素は感謝⇒恩返ししたい、という言葉に集
約された。このことから、営業担当者が意識的に義理・人情を発揮しているのではなく、
誠意ある対応をしていた結果顧客が情や恩を感じるようになったと考えられる。 
一方、プレゼントや販促品は訪問のきっかけとして持参するものであり、職員からの能
動的な働きかけであるため、プレゼントに関連する気持ちや行動の概念は、義理・人情よ
り種類が多く見られた。 
次に、得られた概念を統合し、関係性の変化に着目して営業担当者と顧客の意識・行動
を時系列に並べ、それぞれの過程を表すタイトルを補足した。その結果、GNP要素による
関係性構築のプロセスは図Ⅳ－４－１のように表すことができた。 
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図Ⅳ－４－１ GNP要素による関係性構築プロセス 
 
 
出所：筆者作成 
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この結果は、顧客は営業担当者が定期的に訪問する姿を見ているうちに次第に存在を認
めるようになり、訪問に対して何か報いなければ、という気持ちが発生しているというこ
とを示している。分析した体験記の多くは新規契約に結びついており、また顧客からプレ
ゼントを贈られた事例もあった。これらは互恵性による行動、「お返し」として行われて
いた。逆に、加入できない顧客が営業担当者に申し訳ないと伝える事例も見られた。 
 また、顧客側から「義理・人情が大切」という発言も見られた。経験の浅い職員が顧客
に認められていくプロセスにおいて、最初は知識やスキルが不足していても、それを向上
させようとする努力や熱心さを評価する事例が見られた。顧客側に誠意や努力を認める価
値観があり、それを行動で示す営業担当者を好ましく思い、信頼につながっていると考え
られる。 
 更に、パーソナルな関係が継続し、信頼が増すと、ロイヤルティが形成され、顧客が営
業担当者の支援・応援をするようになる。山岡(2015)はロイヤルティが究極的に高まった
状態を擁護者と位置付け、この段階に達すると購買を勧める推奨者となると述べているが、
生命保険営業についても同じことが発生している。 
 一方、営業担当者の側にも「恩返ししたい」という意識が芽生え、より知識を高め、良
い提案を練り、訪問を継続する。これらの行為は、その顧客本人に対してのみならず、営
業担当者が接する全ての顧客に対し全方位的に行われる。そして、契約が取れず悩んでい
る後輩にアドバイスをするようになる。１つの成功体験から優良な営業担当者として成長
していく姿が浮かび上がる。 
 身内や知人に頼るだけの販売が成り立たなくなった現在の保険マーケットにおいては、
営業担当者が信頼を得るためには、身内のように親身になり、たとえ冷たくされても誠意
を持って対応し続けることが従来以上に必要になっているのではないかと考えられる。 
 
５．日本的関係性構築プロセスの独自性 
 
 日本におけるこのような関係性構築のプロセスは特有のものなのか、それとも他国でも
同様の事象が見られるのか参考とするために、2016.10.17にFinlandのTurku大学におい
て本稿の概要と図2を示し、参加者に以下のアンケートを行った。 
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1. Does it happen in your country? 
2. Do you hate salesperson who visits you again and again? 
3. What kind of salesperson do you trust?   
 
参加者は約半数がフィンランド、他にドイツ、スペイン、フランス、ベルギー、オースト
リア出身のビジネス専攻大学生及び教授達約80名であった。有効回答43件の結果は以下の
ようになった。 
1. Yes:8    No:34     
2. Yes:31   No:12 
3. honest(tell fact, truth, loyalty):33   friendly:11   
stand customer’s side(need): 10  enough knowledge:8  listening to customer:5 
 
1の結果より、少なくともヨーロッパにおいてはGNP営業のような方法は通用しないと
思われる。(ただし、FinlandにおいてはBtoBの取引においては類似の関係性が見られる、
というコメントがTurku大学の教授より寄せられた)。なお、ベルギーの生命保険販売には
日本のような訪問営業はなく、顧客が生保会社に出向いて契約するとの回答を得た。 
信頼するセールス担当者像についての回答で最も多かった単語はhonest(16名)であった。
同義語も含めると、誠実であることが信頼を得るために重要であることがわかる。次に多
い回答はfriendlyであったが、「顧客サイドに立つ」「顧客の話を聴く」を合わせると19
名となり、顧客志向であることが2番目に重要な要素となっている。商品知識がある、教
えてくれる等の知識要件は15名で3番目であった。このアンケートでは、回答者の多くが、
セールス担当者に対して誠実さや顧客志向を求めているという結果が得られた。 
一方、ヨーロッパやアメリカのリレーションシップ・マーケティング研究においては異
なる視点から関係性構築について論じられている。Gruen (1995) は関係性への信頼、満
足、コミットメントの3つの要素が顧客の購買行動にどのように影響するかを測定し、満
足度と信頼が低くても関係性が続くことを示した。Biong and Selens(1995) は生命保険の
ように長期的な関係性が必要な産業におけるセールス担当者の能力について研究し、顧客
との類似性がビジネス上の問題を減少させ、意見の相違を解決しやすくなることを発見し
た。また、Crosby and Stephens(1987)では生保営業におけるリレーションシップ・マー
ケティングが顧客満足、契約維持、価格に及ぼす影響を調査したが、その中でアフターサ
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ービスとして必然的に送られるバースデー・カードやカレンダーは、有益な情報やコンサ
ルティングを伴わない限りはあまり実効性がない、と結論付けている。つまり、販促品は
サービスの一部として当然のものと見なしている。これらの結果だけで結論を下すのは早
計であるが、本ケースの関係性構築プロセスで見られた相互作用と類似の現象はこれらの
研究の中では見られなかった。 
 
６. 結論 
 
Crosby et al. (1990) は、生命保険のセールス担当者と顧客の関係性の質について、セー
ルス担当者への信頼と満足の2次元を用いて測定を行った。その際、関係性構築のプロセ
スについては、長期にわたる相互作用により形成されていると思われるものの、複数の要
因が同時に影響する複雑さから研究対象とはしなかったと述べている。本研究においては、
関係性構築プロセスを「義理・人情・プレゼント」に視点を定めて分析したため、モデル
となるプロセスを描き出す事ができた。そのプロセスには久保田(2006)が示した交換的関
係と共同的関係が段階的に現われていた。すなわち、最初は「お返し」の要素が強い保険
加入やプレゼントの返礼が行われる交換的関係となるが、関係性がより強化されると特別
なギフトや契約獲得の支援といったベネフィットを提供しあう共同的関係に発展していく
のである。 
 また、営業担当者が自身のサービスを向上させる為により訪問に励むという行動が見ら
れた。最初は訪問するだけで精一杯だった営業担当者が、献身的な関わりを通じて次第に
顧客に信頼され、成長している様子がうかがえた。すなわち、批判すべきは顧客との関係
性を築かずに販売のみを目的としていたことである。商品知識を持ち、マナーを守って顧
客に接すれば、義理・人情・プレゼントといった要素が関係性構築のきっかけ、あるいは
強化に作用し、リレーションシップ・マーケティングを構成する要素となっていることが
分析結果から読み取れる。 
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Ⅴ．BtoBtoCのケース：製造企業の経営支援型営業 
 
１．本章の研究の背景 
 
日本人は極めて高いハイコンテキスト文化を持ち、家族、友人、同僚、取引先といった
自分の生活にとって重要な人々とは強い関係性を築く（Hall, 1976）。また、集団主義、長
期志向、不確実性を避ける、という特徴を持つ（Hofstede,1995）。そのため、内―外とい
う意識を強く持ち、「ウチ」（仲間、身内）の人間に対しては高い共感を示す一方、「ソト」
（部外者、新参者）にはさほど共感を示さないという内外の分離が厳しいという特徴を持
つ。（澤田、1992）。初対面の人間が打ち解けるまで時間がかかるが、同郷や出身校が同じ
など互いの共通点が見つかると身内意識が芽生え、一気に親しくなることはしばしば見ら
れる。身内と認めた相手には親身になり、支援するようになる。 
このような関係性の変化は友人関係だけでなくビジネスの場でも発生する。生命保険営
業の事例で示した通り、最初は「新参者」であった営業職員が献身的に訪問することによ
り、顧客の共感を生み、信頼関係を築いた結果営業に結びつくというプロセスが見られた。 
日本では営業担当者との信頼関係の構築に「共感」が大きく作用し、商品説明や商品の
機能以上にいかに営業担当者が顧客のために親身になっているか、という点が営業の成否
に関わっていた。つまり、日本で長期的な関係性構築に繋がる要素は、共感の有無（強弱）
に左右されると考えられる。さらに、日本においては、ハイコンテキスト文化を持つこと
により、論理的に説明する営業アプローチよりも、顧客の立場に立ってニーズを察知し、
提案するアプローチが受け入れられる傾向があると推察される。 
そこで、本章では営業担当者が「売る営業」ではなく経営支援型のアプローチを行い、
業績を伸ばしている２つの企業に着目し、ケース分析によって関係性構築の特徴を明らか
にする。 
 
２．ケース１：オタフクソース株式会社 
 
オタフクソース株式会社（以下、オタフクソース）の前身は、1922 年に佐々木清一によ
って創業された酒、醤油類の卸小売業「佐々木商店」である。1938 年から「お多福酢」を
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ブランド名に定め、醸造酢の製造を始めた。この商品名には、“ものづくり”で「人々に喜
びと幸せを広める」という創業者・佐々木清一の想いが込められており、後に会社名に継
承されている。 
佐々木商店は 1950年から「お多福酢」を加工したソースの製造、販売を開始した。しか
し、当時すでに広島県内には多くのソースメーカーが存在しており、後発であったお多福
のソースは問屋で扱ってもらえなかった。そこで、三代目社長の佐々木繁明は自ら屋台に
飛び込み営業を行ったという。その頃、町には多くのお好み焼きの屋台があった。店主た
ちから「さらさらのウスターソースはお好み焼きに合わない、焼いていると蒸発する」と
いった不満を聞いた佐々木は、とろみのあるお好み焼き専用ソースの開発を思いついた（佐
藤、2017）。そして、試行錯誤の末 1952年に「お好み焼きソース」が完成する。同年、お
多福造酢株式会社を設立して販売を開始した。 
そのときの経験を忘れず、オタフクソースは現在でも現場に足を運ぶ営業を行っている。
お好み焼き屋のみならずスーパー、コンビニ、百貨店などからのオーダーメイドの業務用
ソースを提供している。商品開発は年間 2000件以上。多くのオファーがあり、常に数十社
分の開発をしているという。 
原材料にもこだわりがある。オタフクソースでは砂糖の代わりにデーツ（ナツメヤシの
実）を使っている。ミネラル、鉄分、カルシウム、食物繊維が豊富に含まれており、体に
良い天然の甘さを提供している。辛みをつけるための黒胡椒は、石臼でゆっくりと挽く。
熱をかけずにゆっくり挽くことで、風味や辛味が最大限に抽出できるという。さらに、ソ
ース作りに欠かせない酢は、広島県三原市大和町のお多福醸造株式会社の工場で作られる。
酒どころ西条に近いこの地の湧水は銘水として知られている。 
このように手間をかけた原料を使い、更に顧客の要望に合うソースを作るため何度も顧
客のもとに足を運び、改良を重ねる。オーダーメイドで少量多品種の生産をすると、採算
性は悪くなる。しかし、絶えず現場と意見を交わしながらよい製品を作ろうとすることは、
社内の職人の育成や情報収集に役立つという。 
現社長の佐々木直義は、オタフクソースのホームページに、トップメッセージとして次
のような言葉を掲載している（以下引用）。「当社の使命は、食を通じて『健康と豊かさと
和』をもたらし、笑顔あふれる社会に寄与することです。これは創業より変わらない理念
です。今年、おかげさまで創業 95周年を迎えることができました。これまでお客様に喜ん
でいただくために、時代背景とその時々のご要望に応じて、変化に対応し施策と行動を続
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けてきたこと、そしてその結果である商品と付随する活動を皆様に支持し激励していただ
いた歴史の積み重ねです。心より感謝申し上げます。」 
同社にはお好み焼き文化を広めることを任務とする「お好み焼課」がある。また、課員
でなくても全社員が社内資格「お好み焼士」を取得する。お好み焼きの普及のためには、
まず社員自身がお好み焼きの知識や技術をレベルアップしよう、と始めた社内資格制度で
ある。筆記試験（知識）、実技試験（技術）両方に合格した社員を「お好み焼士」として認
定し、合格者は名刺に認定資格を表記することができる。資格は「インストラクター（初
級）」「コーディネーター（中級）」「マイスター（上級）」の３階級がある。 2017年 10月 1
日現在、509名の社員が「お好み焼士」となっている。 
お好み焼課の課員は、お好み焼き店の開業希望者、または開業を検討中の人々を対象に
した「お好み焼店開業研修」を全国 5カ所（仙台校・東京校・大阪校・広島校・福岡校）
で実施している。「お好み焼店開業研修」は、お好み焼店の開業について、経営や設備など
の知識・実践的な鉄板での技術習得などを総合的に学べる内容となっており、参加者のニ
ーズに合わせて５日間のスタンダードコース、２～３日のエキスパートコースを選択する
ことができる。最終日にはオタフクソースの地域営業担当者を紹介し、実際の開業までマ
ンツーマンで支援する。 
また、年に 1回は、社長も含め全員が店頭に立ちお好み焼きのデモンストレーションを
行う。実演を通して、メーカーとしてソースを作るだけでなく「お好み焼き文化を広めて
いくこと」が社員のミッションだということを、全社員が実感する。 
2005 年、オタフクソースは経済産業省より「おもてなし経営企業」として選出された。
おもてなし経営企業とは、経済産業省のホームページでは「①社員の意欲と能力を最大限
に引き出し、②地域・社会との関わりを大切にしながら、③顧客に対して高付加価値・差
別化サービスを提供する経営」を行っている企業のことと説明されている。このような経
営を「おもてなし経営」と呼び、地域のサービス事業者が目指すビジネスモデルの一つと
して推奨している。 
近年のオタフクソースは、“健康”を軸に、お好み焼きは野菜が多く摂れるヘルシーメニ
ューであると周知することに取り組んでいる。各地でお好み焼き実演会を開催し楽しさを
伝えるイベントを開催する他に、新事業として野菜と健康をテーマにした直営店舗「Vege 
Love it！（ベジラビット）」を開店した。Healthy を軸として、商品やメニュー開発を強
化し、様々な角度から皆様に Healthyな食生活を提案していく。さらに、世界にお好み焼
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きを広めるべく、オタフクソースマレーシア工場にてお好みソースをはじめとする各種調
味料のハラール認証を取得した。オタフクソースは、国内、海外問わず、世界の人々の健
康に寄与することが使命と考えている。 
食を通じて、「健康と豊かさと和」を世界に広げる。創業者の理念が現在にまで受け継が
れている。 
 
３．ケース２：株式会社ミルボン 
 
株式会社ミルボン（以下ミルボン）は美容室向けのヘア化粧品メーカーで国内トップの
シェアを持つ。1960年の創業から「顧客第一」を掲げ、業務用ヘア化粧品の専業メーカー
として出発した。 
1967年、パーマネント用ロッド（ミンクロッド）を開発し、このロッドとパーマ剤をセ
ットにした販売をきっかけに、メーカーとしての知名度も向上した。さらに、1985年フラ
ンス・ウジェーヌ社と染毛剤の業務提携を行い、ヘアカラー分野へも参入。1996年 6月に
業界で初めて株式を店頭公開し、創業以来 35年で業務用ヘア化粧品の総合メーカーとして、
国内トップレベルの地位を確立した。現在、代理店を通じて全国 20万軒の美容サロン向け
にヘアケア化粧品を販売している。同社のホームページには、企業のコンセプトが掲載さ
れている。（以下引用）。 
「すべては、女性が美しく生きるために。私たちは、一人ひとりの女性に、自分らしさ、 
心の豊かさ、人生の彩りを価値にして届けます。ヘアデザイナーと向き合い、ともに教え
育み、今を超えようと、磨き上げた結晶から、生まれ落ちる美しさ。それは、私たちだけ
が創れる確かな価値。女性が美しい髪を自信に、新しい世界にはばたけるよう、私たちは、
今ここにない未来を創り続けます。」 
同社の製品は、優秀な美容師と契約して共同開発する独自の研究開発システムである
「TAC（ Target Authority Customer）製品開発システム」によって製造されている。そ
の製品を「フィールドパーソンシステム」という提案型営業で販売する。“フィールドパー
ソン”と呼ばれる営業社員は、美容室の課題やオーナーの想いと向き合いながら、美容師
向けの講習会の開催や店内の会議への参加、年間スケジュールの作成、更には経営計画の
立案まで美容室の店員のように経営に関わる。 
彼らはまず美容室の利益を伸ばす方法を提案する。その知識と技術を身に付けるため、
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入社後すぐに 9か月にわたり美容技術や美容室経営のための財務知識の研修を受けている。
ミルボンでは、経営指導を行える社員を育てるために年間 2億程を費やしているという。 
研修では技術を教えるのみではない。美容院のモデルを作り、オーナーとの会話から課
題を見つけ、解決策を提案するというロールプレイングを実施する。美容師の心情を深く
理解し、美容師の立場で提案を行える人材になるまで育成している。研修を終えた彼らは
美容師と同じ視点で考え、悩みを理解することができるようになっているという。 
そのような研修を受けたミルボンのフィールドパーソンは、商品を売ることよりも美容
室の経営指導を優先する。新規顧客を開拓する際は、経営上の悩みを抱えている美容室を
教えてもらう。最初は店への挨拶から始まり、何度か訪問して関係性を築く。対話ができ
るぐらいに関係性を築いたのち、店長が手すきの時間に悩みがないかを聞き出す。あるい
はアンケートで課題を浮き彫りにする。そのようにして特定した問題を解決するため、経
営指導を行う。その一環として自社商品を提案する。商品を提案するだけではなく、美容
師のコミュニケーション能力向上にも力を入れている。たとえば、「自宅で定期的に髪を手
入れすることの大切さをどう伝えればよいか」など、来店客との細かなコミュニケーショ
ンまで、美容師と突き詰めていく。さらに、毎年、美容技術を披露するイベントやセミナ
ーを開催するなど、美容師のモチベーション向上に努めている。「モノを売るな、サービス
を売れ」。佐藤龍二社長は社員にこうハッパをかける。 
ミルボンは事業領域のターゲットを美容室、製品をヘアケア商品に絞り込んでいるため、
当該領域では売り上げ№1 を誇る。2017 年売上高は 334.5 億円。前年比 14.8％増である。
売上高は過去５年間純増しており、有効な事業戦略と考えられる。新製品の展開にも力を
入れている。提案営業で強力な武器になっているのが、10年に投入したヘアケア製品の「オ
ージュア」である。商品のコンセプトは、ひとりの髪と地肌の悩みに寄り添い、多様なラ
インの中から最適なヘアケア・プログラムを創り出すヘアケアシステムである。アイテム
の豊富さなどが評価され、投入翌年には取扱店が前期比４３％増の 761店に広がり、売上
高も 13．2億円と倍近くに成長した。また、環境保護の観点から、急速に関心が高まるオ
ーガニック製品にも取り組んでいる。本場イタリアのメーカーと提携し、オーガニックブ
ランド「ヴィラ ロドラ」を輸入。日本における市場規模は小さいが、佐藤社長は「同製品
の販売で）成功するサロンを作りたい」と意欲をみせる。高額の研修費を費やし、成果が
出るまでには時間を要しているが、その投資に見合うだけの成功を収めているといえる。 
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４．ケース分析 
 
本章で取り上げた２つの企業は BtoBtoCのコンサルティング営業を行っているが、その
関係性はクライアントとコンサルタントというだけではなく、時には顧客に寄り添うコー
チ、時には顧客の同僚である。顧客と同じ立場、同じ視点に立ち、共感し、協働すること
を徹底している点が特徴的である。いずれの企業も、営業担当者が顧客と同等の知識やス
キル、経験を持っているため、顧客の気持ちや悩みを理解できる「身内」のような存在と
言える。 
オタフクソース、ミルボン共に顧客店舗での経営支援活動を行い、その一環として商品
を販売している。オタフクソースの場合は、支援対象者が独立を目指す初心者またはスキ
ル向上を目的とした受講者であるため、経営研修よりもスキル研修に重点を置いた集合研
修が中心である。一方、ミルボンの顧客は資格を持った美容師のため、美容師としてのス
キルはミルボンのフィールドパーソンより高い。彼らが求めるものは、店舗経営の向上で
ある。そのため、店舗を訪問しての経営支援のニーズがより高くなっている。 
このように、支援の手段や目的は異なるが、両社ともメーカーであり研修で利益を得る
ビジネスモデルではない。支援した顧客が自社製品を購入しなければ利益は出ないことに
なる。にもかかわらず、第一に追及しているのは自社の利益ではなく顧客の利益である。
なぜこのように顧客に対して献身的な活動ができるのか。その理由の一つとして、支援を
してくれた企業の商品を購入するという前提、互恵性規範（Norm of Reciprocity）の存在
が考えられる。助けてくれた相手は助けるべきであり、助けてくれた人を傷つけてはなら
ない（Gouldner,1960）、という認識が双方にあり、商品を購入することは自然な行動であ
ると考えられる。しかし、それだけでは献身的に顧客を支援する動機としては不十分であ
る。そこで、この２つの企業の理念やミッション、価値観をケースより抜粋すると次の表
のようになる。 
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表Ⅴ－４－１ 企業理念と活動の目的 
 
出所：筆者作成 
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 企業理念やミッションが社員の中にしっかり根付いていれば、どの社員も同じ行動規範
をもって活動できる。この２つの企業は、明確な理念を持ち、お好み焼士の取得やフィー
ルドパーソンの研修を通じて、社員に企業理念やミッションを浸透させている。これほど
徹底した教育が行えるのは、同時期に一斉採用を行う日本の採用システムが功を奏してい
ると思われる（ミルボンは春と秋に採用）。同時期に採用し、集合研修で一定水準の企業理
念とスキルを持つ社員を養成している。社員一人一人のレベルが高く、共通認識があるこ
とが企業の価値となっている。 
以下では、これらの企業がもつ組織文化を Schein(2010)のフレームワークを用いて考察
する。 
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表Ⅴ－４－１ ２つの企業の組織文化 
 
 オタフクソース ミルボン 
人工の産物 お好み焼き教室・研修 
各地で開催するイベント 
バラエティ豊かなソース 
豊富なヘアケア製品 
親身な経営指導 
信奉された 
信条と価値観 
こだわりの食材 
時間をかけた製造 
顧客の意見を尊重する職人 
楽しさを伝える 
優秀な美容師との共同開発 
高い品質 
１人１人の悩みに寄り添う 
基本的 
前提認識 
食を通じて健康と豊かさと
和をもたらす 
 
今ここにない未来を 
切り拓く 
顧客第一 
 
出所：Schein(2012,pp.27-39)を参考に佐藤、平岩、Al-alsheikh（2015,p31）が作成した 
   表に筆者が加筆し作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
MISSION 
ASSUMPTION
PRODUCT 
SERVICE 
見
え
る 
見
え
な
い 
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 顧客に見えているものは人工の産物である商品やサービスだけであるが、顧客と接点を
持った時の社員の意識や行動から、顧客は背景にある信条や価値観を感じ取ることができ
る。そして、根底にある基本的前提認識を察することができる。 
そのプロセスを、図Ⅴ－４－１の組織文化の３つのレベルに書き加えると図Ⅴ－４－２ 
のように表すことができる。 
企業はビジョンや企業理念をホームページやイベントで発信し、顧客に見える形で伝え
ている。ケースに記載した社長のメッセージや企業の歴史はブランドストーリーとして顧
客に伝わる。 
企業が提供している商品やサービスと社員の行動、企業が発信するメッセージに一貫性
があれば、顧客は根底にある企業の基本的認識を理解でき、それに共感すれば企業との関
係性を深め、取引を継続していると考えられる。 
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図Ⅴ－４－２ 顧客の企業理解 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：図Ⅴ－４－１を元に筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基本的前提認識 
人工の 
産物 
信奉された 
信条と価値観 
PRODUCT 
SERVICE 
MISSION 
ASSUMPTION 
見る・触れる 
感じる 
察する・理解する 
＜企業＞ 
前提認識がベースとなって商品を 
創造する 
＜顧客＞ 
商品・サービスを通して企業の価値
観を感じ、企業理念を理解する 
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 最後に、この２つのケースを製造企業のサービスタイゼーションの視点で考察する。 
サービタイゼーションとは、「製品をモノとして提供するのでなく、サービスとして提供す
る」ということである（Cohen,2014）。この動きは、既に多くのグローバル企業が始めてい
る。製品をモノとして提供するのではなく「必要な価値だけを切りだして提供する」とい
うことがサービタイゼーションということになる。すなわち、製品を売るのみでなく顧客
にとって必要なサービス（メンテナンスやバージョンアップ、カズタマイズ等）を切り売
りすることで利益を挙げるという考え方である。従って、グローバル企業で行われている
サービタイゼーションとは、製造企業が顧客にとって必要な都度行われるサービスの販売
である。 
一方、山本（2016）は、製造企業が顧客の使用場面に介在することで使用価値を高める
相互作用に関係することも「サービタイゼーション」と考えられると述べている。また、
顧客の経験から製品開発へのフィードバックを行い、利用価値を高めるような製品開発の
仕組みもサービタイゼーションであると認識されている。すなわち、顧客を製造プロセス
の中に取り込むという作用である。その目的は、利益を挙げることではなく製造物の品質
の向上であり、リレーションシップ・マーケティングの視点では顧客との長期関係性維持
となる。 
オタフクソースやミルボンは、経営支援の過程で得た情報を商品にフィードバックした
り、商品開発を顧客と共同で行ったりしている。そのようなサービスは無償で行われてい
る。その点において、日本のサービタイゼーションは他国のグローバル企業とは大きく異
なる。日本では、「サービスします」とは無償で提供することを意味する。言い換えれば、
企業と顧客の双方に無償の付加価値を付けることで良好な関係性を保つという暗黙の了解
がある。その結果、製造企業としての業態を変更せずにサービス企業としての役割も果た
すことが可能になっていると考えられる。 
 また、同じく山本（2016）は、顧客が交換価値のみでなく使用価値を理解することにサ
ービタイゼーションの意味がある、と述べている。その場に企業が介在することで使用価
値を高める相互作用を形成し、顧客と価値共創する（三浦、2016）。すなわち、企業はでき
るだけ継続的に顧客の使用場面に関わることが、価値を高めるということになる。オタフ
クソースもミルボンも、顧客の使用場面に連続して介在できるような仕組みを用意してい
る。長期間連続的な製品開発の過程で、顧客との相互作用により関係性がどのように変化
するのかは今後の研究の課題である。 
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Ⅵ．BtoCtoC のケース：ネスカフェ・アンバサダー  
 
１．本章の研究の背景 
 
日本で成功しているリレーションシップ・マーケティングの事例として、最後にネスカ
フェ・アンバサダーの事例を取り上げる。 
2014年 5月、企業の優れたマーケティング活動を選ぶ日本マーケティング大賞にネスレ
日本の「ネスカフェ・アンバサダーによるオフィス市場の開拓」が選ばれた。ネスカフェ・
アンバサダー制度は 2012 年に募集を開始してからわずか２年足らずの新しいビジネスモ
デルだが、受賞当時ですでにアンバサダーの登録は 10万人、現在では申込者数は 40万人
を超える。しかし、この制度は世界約 200ヵ国に展開するネスレの中で、日本のみで実施
されている。 
 ネスカフェ・アンバサダーとは、職場にネスレ日本が提供するコーヒーマシンを設置し、
コーヒーの提供と料金の回収を行う役割のことである。コーヒーショップの店員とは異な
り、ネスレ日本からの報酬もコーヒーの販売によって利益を得るわけでもない。アンバサ
ダーに提供されるメリットは自宅用にもう一台マシンが借りられる、ということだけであ
る。アンバサダーは、コーヒーの提供、マシンの整備、代金回収といった労働をボランテ
ィアで行っている。その点において、一般的な「アンバサダーマーケティング」とは異な
っている。 
2017年にスイスのネスレ本社が発表した総売り上げは前年比0.4％増の898億スイスフ
ラン、オーガニックグロースは 2.4％であった。それに対し、ネスレ日本は前年比 2.0％増
の 162 億スイスフラン、オーガニックグロースは 4.7％と極めて好調であった。その要因
として、ネスレ日本社長兼 CEO である高岡浩氏は「ネスカフェ・アンバサダー」の成功
を挙げている。  
そこで、本章ではアンバサダー制度がなぜ日本で急速に展開したのか、ネスレ日本とア
ンバサダーの間でどのような関係性が構築されているのかを事例収集により分析を行い、
価値共創のプロセスについて明らかにする。 
 
２．アンバサダーマーケティングの概要 
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 アンバサダーとは、企業活動やプロモーションを支援し、商品を人に勧め、時にはブラ
ンドを批判から守ったり擁護したりしてくれる、ブランドや商品に対するロイヤルティの
非常に高い顧客、すなわち advocates のことである。日本では「アドボケーツ」という言
葉に馴染みがないため、「アンバサダー」と呼ばれている（土方，2013）。しかし、通常企
業やブランド、観光地などのキャンペーンに署名人が任命される「アンバサダー」は報酬
をもらっているが、アンバサダーマーケティングでは報酬は支払われない。企業がアンバ
サダーに報酬を支払っていれば、アンバサダー達が発信するメッセージが他の顧客にとっ
て信頼できるものにならないからである。ただし、アンバサダーを募集する際に、様々な
特典が用意されていることはある。 
 アンバサダーは単なるファンやフォロワーと異なり、単に自分が購入するだけでなく周
囲の人たちにも自分が支持するブランドや商品の購入を勧める。友人が購入したからと言
って企業からの見返りはないにもかかわらず、自分の時間を割いて商品の良さを説明した
り、企業の活動を支持するメッセージを SNS に投稿したりする。 
 このようなアンバサダーを発見し、彼らに他の潜在顧客に対してメッセージを届けるツ
ールを提供することで、協同してさらなる顧客拡大を目指すのが「アンバサダーマーケテ
ィング」である。 
 尚、同じように、他人の購買決定に強い影響力を持つ存在として「インフルエンサー」
が挙げられるが、この両者は別の存在として扱うのが妥当と考える。インフルエンサーは
流行や新しいものに敏感であり、その効果は一時的である。対して、アンバサダーは特定
の企業やブランド、商品、地域を長期に渡り支持し続ける（Fuggetta, 2013） 。 
 
３．市民アンバサダーの事例（ベルリン市） 
 
アンバサダーとなる側の目的や得られる価値に関する先行研究として、ベルリンの市民
アンバサダーを対象にした調査が行われている（Rehmet & Dinnie, 2013）。ベルリンの市
民アンバサダー（Berlin’s Citizen brand Ambassador）は、2008 年に当時のベルリン市
長により開始された‘be-Berlin!’というベルリン市のブランドキャンペーンの一環として
行われた。その目的はベルリンをビジネスの場としても観光地としても魅力的な都市とす
ることであった。 
ベルリンを経済・科学・文化・居住の４つの分野を包括した‘City of Change’ と位置
56 
 
づけ、ベルリン市民として自身が経験したエピソードをネット上に投稿するよう呼びかけ
た。キャンペーン期間中、ベルリン市民の 43％がこのキャンペーンにボランティアとして
参加した。アンバサダーに選ばれるためには、ベルリンを変えるために自分がどのような
ことを行ったかを投稿することが求められた。アンバサダーへのエントリーは３通りの方
法があった。 
 ①各分野の著名人や代表者であり、キャンペーンの実行委員から選ばれた個人 
 ②他者からの推薦（２０４名が選定） 
 ③自薦 
③の自薦による応募者は、市民としての意識が高くアンバサダーの役割を果たすことに
意欲的な人々であった。彼らに対して、応募動機とキャンペーンへの参加で得られた効果
について、インタビュー調査を行った結果は次のように示されている。 
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図Ⅵ－３－１ 市民アンバサダー参加の動機 
 
 
     
出所：Rehmet & Dinnie, 2013, p.35 
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アンバサダーは金銭的な見返りを得られるものではないので、参加者がキャンペーンに
加わった動機について金銭以外の利益（便益）を得ること、および利他的な動機が挙げら
れた。この研究によると、動機として 7 割のアンバサダーから挙げられたのは、個人また
は企業で行っている取り組みのプレス発表であった。アンバサダー達は、取り組みが公表
されることは自分の仕事にとって有利になる、と考えていた。キャンペーンに参加するこ
とは低コストの広告である、という回答もあった。 
一方、個人に直接利益をもたらさない利他的な動機としては、社会の価値観の変革、市
民としての誇り、ベルリンを世間にアピールしたい、といった内容が挙げられた。3 割の
アンバサダーからは、社会活動や移民、性差別といった問題を好転させたい、という回答
があった。これらの利他的な利益を挙げたアンバサダーは少数派であった。 
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図Ⅵ－３－２ アンバサダーが得た利益 
 
 
 
出所：Rehmet & Dinnie, 2013, p.36 
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 キャンペーンに参加した結果アンバサダーが得た利益は、tangible と intangeble の両方
が挙げられた。無形の利益の方が、有形の利益よりも圧倒的に多かった。回答の中で最も
多く、8 割のアンバサダーが挙げたことは、キャンペーンに参加したことで、彼らが務め
る企業のプロジェクトに対する認知が高まった、ということであった。その次に多かった
のが、アンバサダー個人が認知されることであった。その他には、帰属意識の向上やキャ
ンペーンに参加したことによるポジティブな意識の向上だった。キャンペーンチームとの
相互作用も挙げられた。アンバサダー達はベルリンの発展のため、ベルリンを変化させる
ことに影響を及ぼすことが求められたが、その取り組みは参加者にとってポジティブな効
果があったととらえられている。多くのアンバサダーにとって、自身のメッセージを公共
に発信できることが最大のメリットであったと考えられる。 
ただし、インタビューの中で少数のアンバサダーは、自分がキャンペーンチームに利用
されている、と感じていた者もいた。また、ブランドアンバサダー達の能力が十分に理解
されていないとも感じていた。 
これらの結果より、アンバサダー達はキャンペーンに参加した動機で挙げられていた利
益を得た以外に、参加当初は気づいていなかった無形の利益を得ているのである。加えて、
無形の利益の方がアンバサダーにとって重要であったことも留意すべき結果である。 
 
４．ケース：ネスカフェ・アンバサダーの価値共創 
 
＜ネスカフェ・アンバサダーのビジネスモデル概要＞ 
 ネスカフェ・アンバサダーとは、職場でネスレが提供するコーヒーを広めてくれるネスレの 
”大使“のことである。オフィスに勤める人がアンバサダーに立候補すると、コーヒーマシン
が無料で貸し出される。アンバサダーは職場の同僚にコーヒーを勧め、専用のカートリッジを
定期的に購入し、コーヒー代を徴収する。3 種類あるマシンからの選択やコーヒーの注文、料
金回収など職場での運営は全てアンバサダーに任されている。アンバサダーに対してネスレ側
が報酬を支払うことはないが、本人の自宅用にもう一台好きなマシンが貸し出しされる。アン
バサダー側の負担はカートリッジの購入代金のみである。インスタントコーヒーのネスカフェ
ゴールドブレンドを使用するバリスタの場合、一杯 20円程度でおいしいコーヒーがオフィスで
飲めるとあって、爆発的に広まった。 
 ネスカフェ・アンバサダーのそもそもの原点は、東日本大震災の際に仮設住宅にバリスタを
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届け、そこでコーヒーを振舞ったことであった。コーヒーを飲む機会の創出はコミュニティの
形成につながる。オフィスも例外ではない。ネスカフェ・アンバサダーはネスレがもともと個
人向けに販売していたコーヒーマシン「バリスタ」をオフィスに広めることを目的として高岡
社長が考案したビジネスイノベーションである。マシンの売り上げで利益を上げることは目的
ではない。ネスカフェは家庭内のシェアはトップで、需要は安定していたが、家庭の外ではあ
まり消費されていなかった。当時国内で１年間に消費されるコーヒーは 500億杯。ネスレ日本
のシェアは家庭向けが 37％とトップシェアを誇るが、それに対してオフィス向けなど家庭外で
は３％のシェアにとどまっていた。高岡社長は、個人向けの消費に頼っていては将来の成長が
見込めないと気づき、オフィスでコーヒーを楽しむ機会を創ることでネスカフェのコーヒーシ
ェアを高めることが必要と考えた。いわゆる「カートリッジビジネス」である。バリスタをオ
フィスに配置すれば、缶コーヒーやコンビニよりも安く、職場で飲めるようになる。オフィス
であれば、個人宅で使用する以上にコーヒーの消費が増える。7980 円（現在は 5980 円）のマ
シンを無料で配布しても、利益が出ると考えた。 
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図Ⅵ－４－１ アンバサダーの申し込み方法 
 
出所：https://nestle.jp/ambassador/recruit.html 2018.5.19に確認 
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＜アンバサダーの導入＞ 
 マシンの無料貸し出しによるビジネスの検討を始めた当初は、代金回収を企業の責任にする
ことを考えていた。しかし、試験的に実施してみるとことごとくうまくいかなかった。そこで、
最終的には BtoCtoCのアンバサダーに行きついた。この仕組みの最初の課題は、ネスレにとっ
ては顧客である一般の消費者に、どのようにすれば「自分がコーヒーを買って、代金を回収す
ることを、長期間にわたり、無償で」やり続けてもらえるか、ということであった。代金をき
ちんと払ってもらえなかった場合、コーヒー代もアンバサダーが負担するリスクがある。そこ
で、試しに広告費の安い北海道でＣＭを流し、アンバサダーの募集を行った。その結果、予想
をはるかに上回る 1200人もの応募者が集まった。集客に懸念がないことがわかったため、2012
年 11月より本格的にアンバサダーの募集を開始した。アンバサダーの役割は「ネスカフェ ゴ
ールドブレンド バリスタ」、「ネスカフェ ドルチェグスト」「ネスプレッソ」「ネスレ スペ
シャルＴ」のいずれか、または複数のマシンをオフィスに設置し、カートリッジを注文し、代
金を徴収する。その他、オフィスで使用している様子を撮影してサイトに投稿すること、アン
ケートに協力することであった。集金の方法などの運用はアンバサダーに任せ、コーヒー代の
他に手間賃を上乗せしてもよいことにした。 
 ターゲットは、従業員 20人以下の小規模オフィスに定めた。小さなオフィスには自動販売機
やコーヒーのベンディングマシンがない。また、近くにコンビニがない場合もある。そのよう
なオフィスは当時全国で約 530万拠点あり、2300万人ものビジネスパーソンが働いていた。こ
のようなオフィスこそが1杯20円で飲めるネスカフェの最大のビジネス機会である、と考えた。
そのため、初期のハードルを下げてアンバサダーに応募しやすくした。 
  
＜アンバサダーの拡大＞ 
アンバサダーの募集が順調に進んだため、次はどのようにアンバサダーを定着させるか、と
いうことが課題となった。最初はカートリッジがなくなるたびに自己申告で購入する仕組みで
あったが、その後定期購入を条件とした。継続的に取引が発生するためには、信頼関係を構築
することが重要だと高岡社長は考えた。そこで、アンバサダーの対応を専門的に行うため既存
の部署から 50人もの営業担当者を集めた。（2018年３月時点では 70名） 
アンバサダーの募集はネットを通じて行われる。効率だけを考えれば、マシンをオフィスに
宅配便で届ければ済んだ。アンバサダー開始当初は仕組みについて電話で説明していたが、そ
れだけでは説明しきれないと気付いた。そこで、ネスレ日本は営業担当者を「アドバイザー」
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として、アンバサダーのいるオフィスに 1軒 1軒派遣することにした。アドバイザーはアンバ
サダーと面談し、応募した動機やオフィスの問題を丁寧に聞き取り、アンバサダーの制度やマ
シンの使い方、カートリッジの購入方法などを説明した。ヒアリングした内容は共有化され、
次のアンバサダーとの面接時の参考とした。 
また、アンバサダーのモチベーション向上を狙い、パーティーやイベントを各地で開催した。
ネット上でも Facebookにアンバサダーのページを創ったり、スマートフォンのアプリを用意し
たりと手軽にコミュニティにつながるようにした。このように、アンバサダー同士がリアルで
もバーチャルでも情報交換でき、地域のコミュニティを作れるよう後押しした。 
 一方、アンバサダーからの相談や不満にも対応した。アンバサダーには報酬を支払っていな
いため、ひたすら声に応えるようにした。例えば、カートリッジを購入するよう営業されるの
は嫌だ、という声に応えてアンバサダー限定の定期購入の仕組み「ラク楽お届け便」を作った。
すると、今度はカートリッジが余る、という声を受け、定期購入の間隔をオフィスの規模に応
じて選べるよう軌道修正した。結果、離脱者はゼロとなった。オフィス導入用の説明ツール「ら
くらく社内説明キット」の開発、集金計算表の開発、多摩美大とコラボしてマシンのデザイン
向上など、アンバサダーの要望にきめ細かく対応した。営業担当者はアンバサダーのオフィス
を訪ね、直接意見や悩みを聴く。月に一度はアンバサダーを招いてインタビューを行うなど、
アンバサダーを社員のように信頼し、感謝を伝えている。このように様々なルートで集められ
たアンバサダーの声は「宝の山」と呼ばれ、そこから得た洞察が次の活動に活かされていった。
アンケートの回答率は高く、一日で５千～１万件もの意見が集まった。その声をもとに、顧客
が本当に求めている製品やサービスを一緒に作り出すことにした。アンバサダーにとっては、
自分たちの意見が反映されたり感謝されたりすることがモチベーション向上に繋がっていった。 
 2013 年には、アンバサダーを約 30 人招き、新商品開発に向けて意見を集める座談会を実施
し、翌年販売する商品にそれらの意見を取り入れた。 
ネスカフェ・アンバサダービジネスユニット部長である津田匡保は語る。「単に消費者の話し
を聞いて良しとする企業は多い。そこからもう一歩踏み出して、顧客と『共創』できる仕組み
が必要だ。」 
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図Ⅵ－４－２ アンバサダー同士のコミュニティの形成 
 
 
出所：https://nestle.jp/amb/cheers/ 2018.5.19に確認 
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＜アンバサダーの発展＞ 
ネスレ日本が 2014年に「なぜアンバサダーになったのか」というアンケートを実施したとこ
ろ、10 位は「おいしいコーヒーが飲める（46％）」であったが、２位は「会社の人に喜んでも
らえる（35％）」という回答があがるなど、役に立ちたいという意見が多かった。高岡社長は、
「日本人のおもてなしの精神があるからこの仕組みは成り立つ」と述べている。 
  しかし、全てが順調というわけではなかった。アンバサダーを開始した翌年、2013年の夏に
は、暑さによるコーヒー需要減少のためカートリッジの在庫が積み上がり、ついには秋に離脱
者が出てしまった。その教訓から学び、アンバサダーには夏場には需要が下がることを正直に
説明した。そして、購入数を減らす代わりにペットボトルのアイスコーヒーを同僚に勧めるキ
ャンペーンを行なった。2014年夏には、マシンを無料配布するだけでなく、アイスコーヒーの
サンプルやアイスコーヒー向けの「ネスカフェ冷えてます冷蔵庫」や「高速製氷機」をプレゼ
ントした。更に、アンバサダーの自宅用にもう一台マシンを無料提供するなど、大判振る舞い
をした。この「正直マーケティング」が功を奏し、ボトルコーヒーの売り上げが急増した。ス
ーパーに試飲担当者を派遣するよりも費用対効果は高かった。結果として、カートリッジビジ
ネスとしてのアンバサダー単体で見れば収支は赤字となっていた。しかし、直販の需要増加に
より会社全体では利益が向上した。 
ネスレ日本は、消費者が望むサービスは消費者自身の声から生まれるという考えのもと、ア
ンバサダーを発展させてきた。当初、アンバサダーのメインターゲットは、従業員 20名以下の
小規模オフィスであった。小さなオフィスには自動販売機やコーヒーマシンがないため、ビジ
ネスチャンスとなると考えられてきたからである。しかし、高岡社長はアンバサダーを 50万人
体制にしたいと目標を定めた。そのため、中規模のオフィスもターゲットとし、異業種とのコ
ラボを行うことにした。2014年９月からイトーキと組み、マシンを設置できるテーブルを開発
した。また、オフィスの定義も拡大した。アンバサダーを募集すると、その半数が病院や学校、
美容院などネスレ日本が当初想定していなかった職場であった。人の集うところならどこでも
機会がある。そのように考え、公民館や公共施設にも導入を始めたところ、そこに集まるシニ
ア層はネスカフェに親しんできた世代であった。シニア層という新たなターゲットを得て、自
治体と協力した介護にも目を向けた。神戸市と共同で取り組む「介護予防カフェ」は高齢者が
集まってコーヒーを楽しめる場を提供しており、地域の課題解決にもつながった。   
更に、マシンをスーパーやドラッグストアといった商業施設に設置し、店の改装費用はネス
レ日本が負担した。ネスレ側は広告費より安上がり、店側は改装費がかからないという win-win
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の仕組みである。コーヒーの販路を拡大にとどまらず、顧客の課題解決を同時に行うことで順
調にビジネスパートナーを増やしている。 
高岡は、ネスレ日本の CEOに就任する際、「日本でネスレの“先進国モデル”を創る」と 
宣言したという。ネスレ日本が利益を伸ばすことができれば、他の先進国で営業しているネス
レの手本となる。  
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図Ⅵ－４－３ ネスカフェ・アンバサダーのターゲット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：特集／「異能ベーター」の条件（日経情報ストラテジー NOVEMBER 2014 P27） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大規模オフィス 
１０万オフィス 
（1400万人） 
 中規模オフィス（20～99名） 
５０万オフィス（1700万人） 
 小規模オフィス（20名以下） 
５３０万オフィス（2300万人） 
初期のネスカフェ・アンバ
サダーのメインターゲット 
次のターゲット 
（異業種とのコラボ） 
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＜アンバサダーの価値＞ 
 アンバサダーの仕組みは、職場でもおいしいコーヒーが飲みたい、という人の“善意”の上
にビジネスモデルが成り立っている。しかし、アンバサダーが導入したオフィスにもたらした
価値は安くておいしいコーヒーだけではない。アンバサダーから、コーヒーを飲むことでリラ
ックスし、コミュニケーションが生まれ、職場の人間関係が改善したことが報告されている。
それがアンバサダーのモチベーション向上、更には自己実現に繋がっている。ネスカフェのビ
ジネスモデルが「コーヒーを売る」モノ・マーケティングから「コミュニケーションを促進す
る手段を提供する」コト・マーケティングに進化していた。コーヒーの抽出マシンを作ってオ
フィスに貸し出しをするだけなら、他社でも可能である。しかし、ネスカフェ・アンバサダー
はそれだけにとどまらず、アンバサダーのマネジメントを向上させていった。結果、アンバサ
ダーのロイヤルティが高まり、身内のような存在となる“エンゲージメント”が実現した。 
高岡は、「成熟した先進国では潜在的な価値を見出し、ビジネスとして提供する仕組みが欠か
せない。その成功例がネスカフェ・アンバサダーだ。」と説いている。顧客と直接つながるプラ
ットホームを構築し、将来的にはサービスをパーソナライズしたい、と考えていた。それを実
現した１つの例が最新機種の「バリスタ i」である。マシンに Bluetooth を搭載してスマート
フォンと連動させ、登録者がいつコーヒーを飲んだかを家族などに通知できる。離れて暮らす
高齢者の見守りにも活用できる。 
2017年、ネスレ日本は新たに健康をテーマにした「ウェルネス抹茶」を開発し、抹茶の需要
拡大に乗り出した。「ネスレ ウェルネス アンバサダー」は、自分に不足しがちな栄養素を、抹
茶で美味しく補えるというサービスである。従来のアンバサダーとは異なり、家庭専用でも申
し込みができる。化粧品・健康食品メーカーのファンケルと提携し、野菜不足解消や健康増進
効果のある「ネスカフェ ドルチェグスト」専用カプセルを開発した。2018年からは、食事の
写真を送ると栄養状態をチェックでき、問題に応じて最適なカプセルが提案される「ウェルネ
スチェック」のテストを開始した。今後はさらに、メディカルチェックをアドバイスするコー
スも検討されている。 
以上のように、ネスカフェ・アンバサダーは開始から５年の間にその規模もサービスの内容
も目覚ましく拡大してきた。なぜこれほど成長したのか、その要因について、2017年に高岡社
長が元ユー・エス・ジェイ CMOである森岡毅氏との対談の中で述べた言葉を引用する。 
（以下、日経トレンディ 2017.6より引用） 
「フィリップ・コトラー教授と議論する中でわかったのが、実はこの仕組みはアンバサダー
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の自己実現に寄与しているということなのです。職場の人間関係が希薄化するなかで、コーヒ
ーマシンを中心にコミュニケーションが生まれ、アンバサダーはコーヒーを飲んだ人から感謝
される。これがモチベーションになるようです。心理学者のアブラハム・マズローが提唱した
「欲求５段階」でいう最上位は自己実現欲求です。ものが完全に満たされた先進国でのマーケ
ティングこそ、そこにフォーカスして進化する必要がある。コトラー氏は「マーケティング 4.0」
と名付けましたが、私はこうしたマーケティングを通じて人を幸せにする方法を広めていきた
い。」 
この言葉に対し、森岡氏はこのように述べている。「私は日本社会でグローバル企業に育てて
もらって、それを大好きな日本にできるだけ還元したいと思っています。日本の消費者は洗練
されていて、すごくレベルが高いので、日本で生まれたイノベーションは先進国の先行型とな
ります。また、『お客様は神様です』という言葉に象徴されるように、顧客目線を地でいく日本
人のマーケティング手法が、高岡さんがやられたような世界標準になり、世の中の趨勢になる
と痛快ですよね。」 
職場の同僚のために、無報酬で喜んでサービスに従事するアンバサダー。彼らを社員のよう
に大切にし、協力してサービス向上に努めるアドバイザー。潜在的な課題を見出し、イノベー
ションにより顧客の問題解決に注力する企業。ネスレ日本独自のこの仕組みの投入は、スイス
本社でも驚きをもって受け止められているという。 
高岡は語る。「21 世紀型の日本的経営モデルをネスレ日本で実現することを目指している。
（中略）最古参の外資系企業の一社として、新しいモデルを作って日本に恩返しをしたい。」 
 
５．関係性継続のために必要なこと 
 
（１）寄せられる声 
 
 ケースで紹介した『月刊 Cheers!』の他にも、ネスレ日本が提供するネスレアミュー
ズでは、先輩アンバサダーの活動事例としてオフィスに導入した事例を紹介している。 
ネスレアミューズは一般向けのサイトなので、商品のキャンペーンやアンバサダーのメリ
ット、申し込み方法を紹介し、新規加入を促進している。当然のことながら、『月刊 
Cheers!』同様にマシンを導入したオフィスやコミュニティからのポジティブなメッセー
ジが寄せられており、アンバサダーのメリットを感じさせる内容となっている。 
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 一方、アンバサダー専用のサイトには、アンバサダーからの問い合わせに対応する「お
問合せ」の機能と、マシンを導入したオフィスの様子を投稿できる場として「アンバサダ
ー掲示板」が用意されている。いずれも他のアンバサダーの投稿履歴を見ることができる
ので、過去の問い合わせを見て問題を解決したり、掲示板の記載を見て情報交換を行った
りすることが可能である。 
掲示板は「アンバサダーからの喜びの声が集まる」場として提供されており、投稿する
とアプリでポイントがたまり賞品などに交換できる。同様に、アイディアを投稿できるサ
イトもあり、「アンバサダーからの意見を宝の山としている」という高岡社長の言葉を裏付
けている。 
アンバサダー以外の一般顧客向けにも同様におほめの声・ご要望・ご不満・ご質問を受
付するオンラインサポートページ“the idea Nest”が開設されており、ネスレの会員でな
くても閲覧可能となっている。そこで、どのような声が上がっているかを確認すると、「ご
不満」の声が圧倒的に多かった。ネスレアミューズに紹介されたアンバサダーの声とは全
く異なり、ネスレ日本への様々な不満が投稿されている。その多くが、配送の遅れに起因
するものであった。2017.1.1～2018.5.26の間に挙げられた投稿数は以下のとおりである。 
おほめの声：10 
不満の声 ：45 
要望   ：30 
質問   ：12 
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図Ⅵ－５－１ ネスレアミューズに公開されている導入事例 
 
出所：ネスレアミューズ https://nestle.jp/ambassador/usersstory.html 
   2018.5.24 に確認    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
73 
 
図Ⅵ－５－２ ネスレオンラインサポート “the idea Nest”（コミュニティ） 
 
 
 
出所：ネスレ日本 HP https://nestle.jp/faq/idea/ 2018.5.19 に確認 
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45 件の不満の声の多くは、定期便配送の遅れに関するものであったが、かなり長文のク
レームや複数回の応答が発生しているものもあり、配達の遅延のみを指摘している投稿は
なかった。配達の遅延を起点として、顧客の不満を増幅させる事象が起こっていたのであ
る。 
そこで、どのような経緯を経て顧客が不満を募らせていったのかを確認するために、KJ
法によって投稿された文章を内容ごとに分類した。 
すると、システムの不具合や配達遅延が発生したことよりも、不具合が発生したことを
知った後のネスレ日本の対応に対して、顧客が強い不満を感じていることが浮き彫りにな
った。具体的には、コールセンターの対応と企業の姿勢に関する不満が多く挙げられてい
た。 
＜照会の対応が悪い＞  
 問い合わせたのに届かない。しかもまた連絡がない。 
 照会メールに返信がないまま。サービス終了の告知がひどい。 
 解約の連絡をしたが手続きしてくれない。問い合わせしたのに返信がない。 
 配送状況の確認は自分でやってと言われた。  
                                 等 
＜企業姿勢、体質が不満＞  
 お客様を大切にする会社と思っていたけど信用のない会社だと伝えたい。 
 嫌がらせを受けているとしか思えない。 
 入るときは対応がいいのに、解約時の対応が悪いとは企業の質が現れている。 
ネスレではなく量販店で買った方が信頼できる。  
不具合に対応するのが日本企業の素晴らしいところ。いまだに改善しない企業 
体質に不満。  
他の通販ではすぐに現状説明とお詫びの通知が来るのにネスレはない。  
不具合を放置して新規顧客に売りつけることしか考えていない。  
                              等 
 これらの声の分類から不満のプロセスを図Ⅵ－５－４に示す。 
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表Ⅵ－５－１ 不満の内容（不満のタイトル、書き出しの内容に基づく分類） 
定期便の遅延、商品相違・破損 24 52.17% 
商品の不具合 7 15.22% 
システムトラブル 5 10.87% 
サービス、キャンペーン 6 13.04% 
告知、通知の不備 4 8.70% 
合計 46 100.00% 
出所：筆者作成 
 
図Ⅵ－５－３ 声の分類 
 
出所：Ⅵ－５－１のデータをもとに筆者作成 
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図Ⅵ－５－３ 不満が増幅するプロセス 
 
 
 
出所：筆者作成 
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（２）顧客が不満を抱く要因 
 
アンバサダーの応募者数は順調に伸びており、ネスレ日本の業績も好調であるが、最近
のコミュニティに寄せられる声の４割以上が不満の声であった。その中には、ネスレ日本
の運営体制（本社の姿勢や制度全般）を批判する内容も多くあり、定期便の解約をほのめ
かす顧客もいた。このコミュニティは一般の購入者とアンバサダーの両方が参加している
が、定期便は全てのアンバサダーが利用しているため、アンバサダーからのクレームも多
く掲載されていると考えられる。 
システムの不具合や配送のトラブルに関しては、アンバサダーの増加にネスレ日本が対
応できていないことが原因と思われる。筆者も「ウェルネスアンバサダー」に申し込んだ
際、何度もエラーになった経験がある。サイトも使いづらく、どこに目的のページがある
のか見つけにくい。何度か改訂が行われているようであるが、根本的には解決されていな
い。システムや物流の問題は、サービスの中核ベネフィットであり、顧客が当然要求する
水準を下回っていることになる。アンバサダーの更なる増加を目指す上で早急に解決する
ことが求められている。 
また、ネスレ日本の運営や企業姿勢、キャンペーン等の制度に対する不満については、
顧客が期待するサービスを下回っていることが読み取れ、メディアで報じられているネス
レ日本とアンバサダーの関係性とはかけ離れているように見える。 
尚、定期便は 2018 年 1 月から送料無料を 4000 円以上から 4500 円以上に値上げした。 
現在は 4000円以上で無料に戻っている。更に、2018年 4月からは一部商品を値上げした。
その結果、定期便で購入するよりも大型量販店で購入する方がはるかに安くなり、購入数
の少ないアンバサダーにとっては定期便購入がデメリットとなる状況に陥っていた。値上
げの通知は 2017 年 12 月頃からメールやはがきで購入者に届けられていた。その頃には定
期便の配達遅延は恒常的に発生していたため、顧客の不満が増加したことは当然のことと
考えられる。しかし、顧客を更に怒らせたのは、その状況が社内で共有されておらず、問
い合わせをしても解決しなかったからである。そして、商品の配送に不具合がある状態を
改善しないまま、新規顧客の獲得に注力していることで顧客の感情を逆なでしてしまって
いる。すなわち、機能価値が満たされなかったことにより、顧客の感情価値も損なってし
まったといえる。ネスレというブランドを信頼していた顧客にとっては、裏切られたと感
じたことと思われる。 
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 職場にコーヒーを提供しているアンバサダーにとっては、個人で楽しむ一般の顧客以上
に定期便の遅れやシステムの不具合は深刻な問題である。アンバサダーのコミュニティに
書かれている内容を公表することはできないが、「配達遅れが頻発していることで職場に迷
惑をかけているのでは、と悩んでいる」といった投稿もあり、フォローが必要な状況が伺
えた。しかし、現在アンバサダーを支援するアドバイザーは 1 県に 1 人という配置になっ
ており、アドバイザーがきめ細かくアンバサダーに寄り添うことはもはや不可能となって
いる。 
40 万人のアンバサダーがいる中で、掲示板に挙がる不満の声はごくわずかである。しか
し、表層に現れた声の背後には、無数のサイレント・カスタマーが存在することに留意し
なければならない。アンバサダーの意見を「宝の山」とするならば、十分な人材を配置し
てこのような不満や悩みに応える必要がある。 
 
６．ケース分析 
 
（１）価値創造の仕組み 
 
本章で取り上げたアンバサダーの事例は、企業・営業担当者・顧客の関係性にとどまら
ず、顧客の先に更に顧客がいる。顧客がサービスを行うという事例は過去になく、革新的
なビジネスモデルといえる。このような新しい形態の取引を説明するためには、新しいフ
レームワークが必要である。 
企業はアンバサダーと顧客の両方とそれぞれ取引を行っており、アンバサダーにとって
は顧客とは職場の同僚である。すなわち、サービス・マーケティング・トライアングルが
２つになっていると考えられる。 
そこで、この 4 者の関係性と取引の構造を表すため、既存のサービス・マーケティング・
トライアングルを 2 つ組み合わせたモデルを作成し、デュアル・サービス・トライアング
ルとして図Ⅵ－６－１に示す。 
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図Ⅵ－６－１ デュアル・サービス・トライアングル Ⅰ（一次的価値創造） 
 
 
出所：Service Marketing Triangle(Grönroos, 2015, p.58)を参考に筆者作成 
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図Ⅵ－６－１では、アンバサダーを開始したことによって得られる一次的価値創造を 
表している。企業・営業担当者・アンバサダー間でそれぞれインターナル、エクスターナ
ル、インタラクティブな関係性が発生しているが、表層的にはアンバサダーと顧客間では
コーヒーの提供と代金支払いという経済的交換しか発生していない。アンバサダーにとっ
ての価値は、職場でおいしいコーヒーが安く飲めること、イベントやコミュニティの参加、
自宅用マシンが挙げられる。顧客にとっては、アンバサダーと同じく職場でおいしいコー
ヒーが安く飲めることである。 
 しかし、ケースでも紹介したように、アンバサダーが得られたものは単に職場でコーヒ
ーが飲めるというベネフィットだけではなかった。ケースに示した通り、職場のコミュニ
ケーションが良くなる、仕事の能率が上がるという二次的価値創造に繋がっていったので
ある。コーヒーを提供したことで、顧客が所属する職場の業績向上に貢献した可能性があ
る。そして、アンバサダーがモチベーションとして２番目に挙げたのが「職場の人に喜ん
でもらえるから」であった。 
 このような二次的価値創造は、企業とアンバサダー間でも発生している。アンバサダー
が様々な要望や提案を行うことで、アンバサダーの仕組みや商品も改良を続けている。 
第５章で論じた製造企業のサービタイゼーションがここでも発生している。アンバサダー
開始当初の目的はオフィスでの消費増加のための手段であったが、アンバサダーが製品開
発に直接関与するクリエイターの役割も果たすようになった。 
 企業と顧客の間でも同様に二次的価値創造が発生している。アンバサダーがオフィスか
ら地域のコミュニティに広がったことにより、家庭用のマーケットからの情報ではわから
なかった社会的な課題に企業が気付くようになった。ネスレ日本は、食品の製造販売企業
から健康産業へと事業領域を拡大した。アンバサダーのビジネスモデルは、ネスレ日本を
コミュニケーションを促進する企業へ、更には健康を提供する企業へと変革させた。まさ
に、製造企業としての形態を保ったままサービス企業に転換するサービタイゼーションが
起こっているのである。 
 このような二次的価値創造を図Ⅵ－６－１と同じモデルに表すと図Ⅵ－６－２となる。 
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図Ⅵ－６－２ デュアル・サービス・トライアングル  Ⅱ（二次的価値創造） 
 
 
 
出所：Service Marketing Triangle(Grönroos, 2015, p.58)を参考に筆者作成 
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（２）アンバサダーが日本のみで実施されている理由 
 
 これほど成功を収めているかに見えるアンバサダー他の国で実施されないのは何故か。
裏を返せば、日本だからこそ成り立つ理由は何か。 
理由の１つとして、高岡が述べている通り、日本人におもてなしの精神があるからだと
考えられる。アンバサダー達はもちろん自分がコーヒーを飲みたいのであるが、自分のコ
ーヒーを用意するだけでなく、職場の人のためにも無償でコーヒーのお世話をしている。 
おもてなしは英語の hospitality とは同義として扱われることが多いが、この２つは本来
全く性格を異にするものである（佐藤他，2015）。日本のおもてなしは見返りを求めすに
行われるが、hospitality はそれを行うためのインセンティブが働いており、従業員の評価
や報酬に繋がっている。 
もう一つおもてなしと似た概念に OCB（organizational citizenship behavior、組織市
民行動）が挙げられる。OCB は、「任意の行動であり、公式の報酬システムによって明確
に承認されていないが、集合的に組織の効率化を促進する」と定義されているが（Organ，
1988）、組織内の職務に関する定義である。一方、おもてなしは職務ではなく、効率化の
促進を目的としているわけではない。 
おもてなしの本質は賓主互換、すなわち主と客が対等であり相互に価値を作り出す
（Sato and Parry, 2015）。一方、hospitality の対象は顧客である。 
このおもてなしの精神は、アンバサダーだけが持っているのではなく職場の同僚にも共
通認識があるから成り立つ。アンバサダーを務めることは直接本人の人事評価には結びつ
かない。見返りを求めていないという前提認識が職場に共有されていると考えられる。 
おもてなしの精神を持った顧客は、もてなされることにも感度が高い。相手の立場を自
分に置き換え、互いに尊重し感謝し合える、思いやりのある心のありようがおもてなしで
あるが、（佐藤他, 2015）アンバサダーを導入した職場でも同僚からのねぎらいや感謝の言
葉が見られた。 
尚、職場によっては会社が福利厚生の一環として経費でコーヒーを購入したり、あるい
は上司が部下のために購入したりする場合もある。これらはインターナル・マーケティン
グに属すると考えられるので、本章の分析では除外した。 
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表Ⅵ－６－１ おもてなしと hospitality、OCB の違い 
 おもてなし hospitality OCB 
職務／職務外 職務外 職務 非公式の職務 
報酬規定 なし あり なし 
マニュアル なし（不可） あり なし 
目的 人のため 自分自身のため 組織のため 
対象 相互作用 顧客 自分を含む組織員 
動機 内発的 外発的 内発的 
欲求 自己実現 自己顕示 
 
自己実現 
 
出所：Sato and Al-alsheikh, 2014 を参考に筆者作成 
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理由の２つ目は、日本の組織構造である。 
アンバサダーは職場の業務ではない。M 型の組織文化を持つ国であれば、職務規定になく
給与も支払われない仕事は誰も行わない。仮に職場でコミュニケーションを向上させる取
り組みが必要であれば、誰かの業務として付与されるはずである。 
それに対し、日本の組織構造は O 型で隙間がある。アンバサダーの役割は、林（1994）
によって示された組織図のさらに外側、職務外のところに存在する。しかし、グリーンエ
リアが存在することで、規定されていないことをある程度自分の裁量で行える文化が組織
内に存在していると考えられる。アンバサダーのターゲットは少人数のオフィスのため、
柔軟な対応ができるという側面もある。 
加えて、Hofstede（1995） は日本人の根底に（自分の所属する）集団価値を優先する
という文化があり、個人の利益よりも集団の利益の方から個人の自尊心が生まれると述べ
ている。 
以上より、アンバサダーが日本で運用できるのは、職務の他に自分ができることを行っ
て役に立ちたい、という気持ちを持つ人が日本に何十万と存在するからだといえる。 
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図Ⅵ－６－３ O 型組織と M 型組織 
 
 
  O 型組織                   Ｍ型組織 
  網掛け部分は明確にされていない        各ブロックの役割が明確 
  スキマ組織                  スキマがない組織 
   
出所：林, 1994，p.57 に筆者が加筆 
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（３）アンバサダーによる価値共創 
 
 ケースに記載したとおり、ネスレ日本の高岡社長は 2014 年に Kotler と対談し、ネスカ
フェ・アンバサダーの仕組みはアンバサダーの自己実現に寄与していることがわかった、
と語っている。自己実現欲求はマズローの欲求段階説の最上位に位置し、下位の欲求がす
べて満たされなければ到達できない。Kotler（2017）は、社会全体が物質的に豊かになっ
たこと、インターネットの普及により承認欲求まで満たされた人が増えたことにより、自
己実現の欲求に到達できる人が増加してきたと述べている。 
 おもてなしが自己実現の欲求であることは、Sato  and  Al-alsheiku（2014）の
Ritz-Carlton と星野リゾート、Blue Tree Hotel のケーススタディにおいて明らかにされ
ている。それによると、Ritz-Carlton の hospitality はマニュアル化されており、実行する
ことで従業員の自己顕示欲が満たされる。一方、日本人が経営する星野リゾートと Blue 
Tree Hotel にはマニュアルはない。従業員はおもてなしの精神を修養しており、おもてな
しは自己実現であることが示されている。 
 アンバサダーを始めたことで得られた価値を、企業・アンバサダー・顧客の視点で欲求
の段階ごとに整理すると、図Ⅵ－６－４のように表すことができる。なお、おもてなし・
集団主義は前提認識として記した。 
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図Ⅵ－６－４ アンバサダーによる価値共創の全体像 
 
 
 
出所：筆者作成 
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（４）本章のまとめ 
 
本章では、顧客が無償でアンバサダー（＝サービス提供者）になるという革新的なケー
スを取り上げ、その仕組みが日本のみで実施されている理由を分析した。さらに、企業と
顧客の相互作用、価値創造のプロセスについて明らかにした。 
ネスカフェ・アンバサダーは、製造企業がサービスにより製品に付加価値を付けたり、
製品から生み出される機能をサービスとして販売するサービタイゼーション（南・西岡，
2015）にとどまらず、新しいビジネスモデルである。 
しかし、革新的なビジネスの根底にあるのは、日本人が昔から持っている前提認識や組
織形態、おもてなしの精神だということが分かった。すなわち、これらの特徴が、日本型
リレーションシップ・マーケティングを構成する要素として抽出できたことになる。 
以上のように、順調に拡大していくアンバサダーであるが、この先も長期に渡り関係性
を続けるためには、5 項で示した通り、ネスレ日本に寄せられた不満の声に注意する必要
がある。システムの不具合や発注の集中に伴う発送遅延などは、アンバサダーの急速な増
加にネスレ日本が対応できなかったことで発生した。急速な成長に経営資源の蓄積・展開
が追いつかないという状況から発生する失敗である（佐藤，2017）。それは、サービス品
質の低下によるリピート顧客の離脱という事態を引き起こす。ただし、物理的な不具合が
即離脱を引き起こしているわけではなく、顧客は状況が改善されるまで待っているのであ
る。しかし、顧客から寄せられた改善提案に対して適切な対応を怠った場合、顧客は不満
を感じる（佐藤，2006）。問い合わせや苦情への対応が期待以下だったことで不満の声が
高まっている。機能的価値・感情的価値の両方を満たさなければ顧客満足は得られない
（Hua and Wu, 2007）。 
 アンバサダー自身も顧客である。従って、お客様として大切に扱われなければ不満を感
じる。アンバサダーはアドボケーツとは異なり、彼らのロイヤルティは企業（ネスレ日本）
ではなく自分の所属する職場に向けられている。関係性を保ち続けるためには、彼らの期
待を上回るサービスを提供し続けることが必要である。 
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Ⅶ．日本型リレーションシップ・マーケティングの特徴 
 
 Ⅳ章からⅥ章で取り上げたケーススタディを分析した結果、日本独特と考えられるリレ
ーションシップ・マーケティングの特徴がみられた。本章ではそれらの要素について、営
業担当者の意識、営業担当者の育成、組織文化の３つの観点からその特徴を整理する。 
 
１．営業担当者の意識 
 
最初に、日本独特のリレーションシップ・マーケティング事例で取り上げた営業担当者
の意識について、ケースに沿って考察する。 
１つ目の特徴は「献身」である。まず、生命保険営業のケースでは、最初は顧客に断ら
れていた営業担当者が何度も足を運び、メッセージや販促品を置いていき自分の存在を示
している。何度も断られたり無視されたりすることが続けばくじけてしまう職員もいるが、
顧客と関係性を構築できた営業担当者は途中であきらめず、いつか誠意は伝わるという気
持ちをもって訪問を続けていた。なぜこのように献身的に接することができたのか。 
一つには、同じ職場の上司や先輩から、あきらめずに何度も通うことが重要だと教えら
れているからである。しかし、それはマニュアルにそのように記されているわけではなく、
経験として教えられている。教えられた方は、素直にその言葉を信じて訪問を続けるので
ある。そして、顔を覚えられたり言葉をかけられたりすると「嬉しい」と感じている。保
険が売れたわけでもなく、売れるという保証もない。しかし、関係性が作れたことで喜び
を感じている。 
さらに、保険の説明を行い、わかりやすかったと顧客から伝えられるだけで「人の役に
立った」と喜び、もっと役に立てるよう頑張ろう、とモチベーションが上がっている。保
険の説明を行うことも職務であるが、１件でいくら支払われるというわけではない。つま
り、おもてなしと同様に内発的なモチベーションである。 
同じような言葉がネスカフェ・アンバサダーからも発せられている。アンバサダー達も、
お金が得られるからアンバサダーになったわけではなく、職場の人に喜んでもらいたい、
というおもてなしの精神が起点となっている。このように損得を抜きにした労働（サービ
ス）に喜びを感じていることがケースから読み取れた。 
ミルボンのフィールドパーソンも、営業を行わずに献身的に美容室に尽くしている。フ
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ィールドパーソンのユニークな点は、商品が売れそうな勢いのある美容院を探すのではな
く、経営上の悩みを抱えている美容院を顧客としているところである。ここでも、利益に
なることよりも人の役に立つことが目的となっている。 
 営業担当者の２つ目の特徴は「修練」である。オタフクソースは社員全員がお好み焼士
の資格を取るが、全員がお好み焼の焼き方を指導するわけではない。しかし、自らの職務
がお好み焼を普及することである、と意識するために知識と技術を習得する。その知識と
技術は、お好み焼きの研修やイベント、ソース開発に役立つだけでなく、お好み焼屋を経
営する顧客を支援する際に説得力を持つ。全社員が「どのようにすればお客様の役に立て
るか」を意識し、そのために修練する。 
ミルボンの場合はさらに徹底している。美容師としての知識、技術を身に付けるのみな
らず、顧客のコンサルティングを行えるよう経営面の知識とコミュニケーションも磨いて
いる。美容院を訪問するフィールドパーソンは、顧客の悩みを聞き出し、経営に関するア
ドバイスや接客の仕方まで指導する。営業の範疇を超えて、コーチかつコンサルタントで
あり、アドバイザーも兼ねている。それほどの能力を身に付けるために、９か月もの期間
を費やしている。 
生命保険営業のケースでも、「お客様のために知識をもっと身に付けたい」という言葉が
あった。職務として商品知識を身に付けることは当然であるが、販売のために知識を磨く
というよりは、お客様の役に立ちたい、という気持ちが表れている。 
営業担当者の特徴の３つ目は「つながり」である。ネスカフェ・アンバサダーのケース
では、アドバイザーが定期的にアンバサダーからの意見を聴いたり、イベントを開催した
りとコミュニティ創りに取り組んだ。ネスレ日本はアンバサダーを社員のように大切にす
る、と書かれている通り、取引以外の時にも交流を続けている。ミルボンのフィールドパ
ーソンも、美容室の一員のように共に経営に参加している。生命保険営業のケースでは、
営業担当者と顧客が友人や家族のように親しくなる事例が見られた。いずれも、営業と顧
客の関係というよりは身内あるいは仲間のような関係性が見られる。 
リレーションシップ・マーケティングは、顧客と長期に渡る取引を継続する方がより利
益を得られる、という戦略であるが、本博士論文で取り上げたケースでは関係の深さもみ
られた。また、営業活動を行っていない時に顧客との関係性が構築されていることがわか
った。顧客が販促品をもらえなかったりイベントの連絡が来なかったりしたことで不満に
なった例からは、顧客の側もつながりを求めていることがうかがえる。 
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日本的な語彙では「恩返し」「おかげ様」というキーワードが随所で使われていた。生命
保険営業のケースでは、顧客・営業担当者の双方から恩返しという言葉が発せられていた。
また、オタフクソースとネスレ日本の社長のメッセージにもこれらの言葉が含まれており、
「お客様に育てていただいた」という感謝の気持ちが現れている。 
 
２．営業担当者の育成 
 
 次に、営業担当者の育成方法について考察する。まず生命保険の営業担当者の研修に関
しては、企業や採用形態によりまちまちである。しかし、小規模の営業所の場合は、OJT
が一般的である。訪問体験記では営業のマニュアルに言及したものはなかったので、先輩
営業職員が同行し、経験を学んでいくという方法がとられていると考えられる。基本的な
訪問マナーや営業のルールに関するマニュアルや行動規範マニュアルはどの会社でも用意
されている。しかし、例えば何回電話をかけて、何回断られたら他をあたる、何歳の人に
はこの商品をまず勧める、といった細かいセールスのマニュアルがあるわけではなく、上
司や先輩の姿から経験を学んでいる。 
ミルボンのケースでも、実践的な研修に重点が置かれている。フィールドパーソンはロ
ールプレイングを経験し、会話から美容師の心情を理解できるように育成されている。こ
れはマニュアルに基づく育成では得られない能力である。 
オタフクソースの場合は、オーダーメイドの商品を作るために何度も足を運ぶ。マニュ
アルに沿ってではなく、意見を交わし試行錯誤を繰り返すという営業を行っている。 
ネスカフェ・アンバサダーのアドバイザーは、面接の都度得られた情報を共有化し、次
の訪問に活かしている。マニュアルを作成してその通りに行動するのではなく、インテリ
ジェンスを蓄積して最適な対応ができるようアップデートしている。 
これらのケースから読み取れるのは、本博士論文で取り上げた営業はマニュアルではな
く「お客様のために」というマインドに沿って行われているということである。営業活動
はルーティンではなく、顧客と接したときにその都度丁寧に誠意を尽くす「一期一会」の
姿勢が表れている。これはマニュアル化できるものではなく、経験を経て身についていく。
顧客一人一人のことを考え、相手に合う対応を行っている。日本のおもてなしの精神が現
れている。 
もう一つの特徴は、「粘り強さ」である。話ができるようになるまで何度も顧客の元に通
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う生命保険の営業担当者やミルボンのフィールドパーソン、ニーズに合うソースができる
まで妥協せずに改良を重ねるオタフクソースの職人は非常に粘り強い。目先の利益や効率
を優先するなら、このように何度も繰り返し訪問するということは行われない。時間をか
けても顧客の役に立とうとする行動は、長期志向である日本人らしい性質が現れていると
も考えられるが、育成する際にもあきらめずに通い続けること、あるいは手間をかけるこ
との大切さが教え込まれている。営業担当者には、あきらめずに努力することが美徳とさ
れる日本人の価値観と、顧客の役に立ちたいという使命感を持つと考えられる。 
ソトの人間と親しくなるまでには長期間の努力が必要であるが、一度親しくなった後は
強い関係性が維持されることも、日本的な特徴であるといえる。 
 
３．企業と顧客の関係性 
 
 ケースに取り上げた企業では、経営者の理念が企業の活動に反映されている。オタフク
ソースでは、食を通じて「健康と豊かさと和」をもたらすことを理念とし、社員はお好み
焼文化を広めることが使命である。事業をソースの製造業ととらえるのではなく、食を通
じて健康や豊かさを提供することを求めている。すなわち、オタフクソースが販売してい
るものはソースではなく「健康と豊かさと和」である。企業として目指しているものが、
利益を上げることではなく人の幸せなのである。だから、ソースの原材料にこだわり、手
間をかけてでも要望に合うソースを作る。オタフクソースが提供している価値はモノでは
なく健康や豊かさ、お好み焼きを介した楽しさである。そのため、ソースの製造を行う他
にもお好み焼を広めるためさまざまなイベントを開催し、説明会や研修会を開催してお好
み焼屋を開業する人を支援する。お好み焼屋の開業を目指す人たちは、企業にとっては顧
客であると同時に仲間でもある。 
 ミルボンも同様のコンセプトを持つ。創業時から「顧客第一」という理念を掲げ、女性
が美しい髪を自信にできるよう、人生の彩を価値として届ける、とのメッセージを発信し
ている。ミルボンはヘア化粧品を販売しているのではなく、女性の美しさとその先にある
彼女の人生を良くすることが目的である。そのため、製品開発にこだわると同時に、美容
室の経営を支援する。社長の佐藤は「モノを売るな、サービスを売れ」と社員にハッパを
かけるという。美容室の店長は、ミルボンにとって顧客であると同時に女性の美しさを提
供する仲間である。親身になって店長の悩みを聞き、店員の技術指導や来店客とのコミュ
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ニケーションの取り方まで指導するなど、全方位的にサポートする。更には、美容師のモ
チベーションを向上させるためにセミナーやイベントを企画するなど、本当に顧客を身内
のように大切にしていることがわかる。 
２つの企業からは、モノを販売して終わるという営業とはかけ離れている。むしろ、育
むという表現が適している。リレーションシップ・マーケティングは長期に渡る関係性継
続を目指すものであるが、これらのケースからは、１回ごとの取引を長く続ける取引では
なく、段階を踏んで関係性を深め、取引を継続するほど顧客にとっての価値が向上するよ
うな構造がみられる。 
種を蒔き（店への訪問や挨拶、説明会の開催）、水や肥料をやって育て（経営支援や研修
会の開催）、実った作物を得る（商品の販売や共同開発）というプロセスは農耕に例えるこ
とができる。 
時間をかけて関係性を築き、親しくなった仲間と協力してともに栄える win-win の関係
性から生まれる価値共創は、農耕民族である日本人にとって自然な関係性構築のプロセス
と考えられる。 
 同じような関係性は、ネスカフェ・アンバサダーとアドバイザー、ネスレ日本の間にも
育まれている。アドバイザーは、アンバサダーの希望者一人一人と面談し、丁寧に制度に
ついて説明している。毎月アンバサダーを招いて意見を聴き、彼らの提案や要望に対応し
ている。そうすることにより、アンバサダーの仕組みが改良され、職場に導入しやすくな
った。また、アンバサダーのモチベーション向上のためにパーティーやイベントを開催し、
アンバサダーを育てている。一方、アンバサダーから寄せられた声はネスレ日本の商品や
サービス向上に役立っている。その結果、ネスレ日本はウェルネスや介護といった新しい
領域にビジネスを拡大している。 
 ネスレ日本の社長である高岡も、「アンバサダーを通じて人を幸せにする方法を広めてい
きたい」と語っている。確かに、アンバサダーを導入した職場やコミュニティでは、コミ
ュニケーションの向上やリラックスできることによる能率向上といった副次的な効果が表
れている。元々はオフィスでのコーヒーの需要を伸ばすために始めたビジネスモデルであ
ったが、アンバサダー一人一人を大切にし、アドバイザーがサポートしたことによってネ
スレ日本、アンバサダー、アンバサダーの職場の３者共 win-win の関係性となった。更に、
健康分野に進出したことで新しい顧客にサービスを提供することが可能となっている。 
以上より、ケースで取り上げた企業のリレーションシップ・マーケティングの特徴は、次
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のように集約できる。 
・顧客に届けているものは、形のない価値である 
  ・営業担当者に内発的モチベーションが存在する 
  ・顧客を身内や仲間のように大切にする 
  ・時間をかけて関係性を育み、win-win の価値を共創する  
 
４．ケース分析の振り返り 
 
 以上のケース分析を終えると、Ⅳ章の生命保険営業のケースに違和感がある。なぜなら、
この章では営業担当者と顧客の関係性構築にフォーカスしており、企業の関わりは見られ
ないからである。そのため、営業担当者の細かな気持ちの動きや、顧客と次第に関係性が
作られるプロセスは確認できたが、営業担当者の内的動機付けに関しての裏付けは得られ
なかった。その代わり、身内意識や恩返し、互恵性といった顧客との関わりにおける日本
的な要素をいくつか確認することはできた。 
生命保険営業のケースを、日本型リレーションシップ・マーケティングの事例としてよ
り深く分析するためには、営業担当者が属する組織の文化や企業の理念まで研究する必要
がある。すなわち、企業が保険を通して顧客にどのような価値を提供しようとしているの
か、経営者は従業員にどのようなメッセージを発信しているのかが重要となる。 
既存のリレーションシップ・マーケティング研究では、顧客と直接関わるセールス担当
者と顧客との関係性についての研究か、あるいは企業のマーケティング戦略について論じ
られているかのいずれかであることが多い。本博士論文のⅡ章では前者についての考察で
ある。しかし、BtoC、BtoBtoC,、BtoCtoC の 3 つのケース分析を行った結果、日本型リ
レーションシップ・マーケティングの研究には企業理念の視点が不可欠であることが分か
った。なぜならば、顧客と直接対面する営業担当者の表面的な行動や態度を研究するだけ
では、関係性構築の成否が営業担当者個人の能力に左右されるという誤認につながるから
である。その結果、成功している人間の行動特性、すなわちコンピテンシーにより能力の
高い営業担当者を育成しようとすると、営業のマニュアル化が行われる。マニュアルでは
何をすべきかの行動が規定され、営業担当者は外発的モチベーションにより画一的な対応
をするようになる。結果、おもてなしではなく hospitality を発揮するようになる。それで
はケースに取り上げた企業で発生したような相互作用、価値共創は生まれない。 
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表Ⅶ－４－１ リレーションシップ・マーケティングの特徴 
 
 
出所：筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 96 
 
日本型リレーションシップ・マーケティングの核となっているものは顧客に接する担当
者の内発的モチベーションやマインドであるが、それら表層に現れたサービスや商品の源
泉は従業員がもつミッション、その土台となる企業理念である。 
その企業理念を社内で徹底できるのは、日本では全員が同じように考え、同じように行
動することが一般的だからである。また、ハイコンテクスト文化のため意識が伝播しやす
い。そのように、深層まで掘り下げて分析して初めて、その企業が行っているリレーショ
ンシップ・マーケティングを正確に把握することができ、成功・失敗の原因や改良点を論
じることができるのである。 
顧客が関係性を構築する欲求やリレーションシップ・マーケティング・アプローチに対
する反応を論じた論文は見当たらない。そのため、Grönroos（2007）は、企業側も顧客側
も真の関係性を築き、マーケティングの基盤として使いたいとは思っていないと認識して
いる。よりニュートラルな「顧客マネジメント」として、企業と顧客が望むときに関係性
を構築するマーケティングの理論を開発した方が賢明である、と述べている。 
一方、本章で考察したとおり、ケースに取り上げた企業の例では、企業側だけではなく
顧客の方からも関係性継続の欲求が見られた。顧客と長期間の関係性を築き、継続するた
めには、他国で構築された既存理論を鵜呑みにせず、日本の実例をもとに深く分析を行い、
日本に適したリレーションシップ・マーケティング理論を構築する必要がある。本博士論
文は、その一端を担うものである。 
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Ⅷ．本博士論文の理論的貢献と今後の課題 
 
本博士論文では、リレーションシップ・マーケティングの先行研究において言及される
ことが少ない日本特有の性質をケーススタディ分析により明らかにしようと試みた。 
リレーションシップ・マーケティングは顧客と長期の関係性を結び、継続的な取引を行
うことでトータルのコストを下げるという考え方であるが、経済的な利点だけではなく信
頼やコミットメントといった社会的な側面も存在する。それならば、国や地域によって適
した関係性を考察する必要があるのではないかという疑問を感じた。文化や価値観が異な
れば、マーケティングもカスタマイズが必要なはずである。そのように考え、本研究に取
り組んだ。 
 
１．本博士論文の理論的貢献 
 
 本博士論文の理論的貢献は、日本国内で行われているリレーションシップ・マーケティ
ングについて、ケーススタディにより諸外国とは異なる日本特有の性質を明らかにしたこ
とである。 
リレーションシップ・マーケティングの先行研究レビューでは、過去の研究から明らか
になったこと、リレーションシップ・マーケティングの構造について論じた。特に、顧客
関係性構築に重点を置き、顧客の信頼を得るために求められる要素を中心にレビューを行
った。その中で、関係性構築にはコーチングにおけるコーチの関わり方が、すなわち傾聴
や共感の要素が重要であることを示した。また、インターナル・マーケティング、エクス
ターナル・マーケティング、インタラクティブ・マーケティングについて説明し、リレー
ションシップ・マーケティングの研究においては、この 3 種類の関係性について考察する
ことが重要であることを示唆した。 
次に、過去に日本の生命保険営業の主流であった GNP 営業について、現代でも義理や
人情が顧客と営業担当者の間に存在する理由を明らかにするため分析を行った。その結果、
時代遅れと考えられているそれらの要素が、顧客の営業担当者に対する信頼や共感につな
がっていることを発見した。また、顧客との強い関係性がどのように構築されるのかにつ
いて、顧客との関わりと営業担当者のマインドを軸にしてそのプロセスを示した。はじめ
は断りを受けていた営業担当者が、どのような行動や意識で顧客と交流し、顧客がどのよ
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うに変化したのかを詳細に表したこのモデルは、日本に伝統的な商取引における信頼関係
が培われる様子を示している。 
その結果、顧客と信頼関係を結ぶためには、ある程度の期間あきらめずに訪問が必要で
あること、マニュアル的な営業ではなく一人一人に誠実に接することが重要であること、
販促品を提供することが顧客にとって関係性継続の証となっていること、身内のような関
係性まで構築できることを明らかにした。 
次に、日本国内で顕著な成果を挙げている３社のマーケティング活動に着目し、その特
徴をケーススタディにより分析を行った。そして、それらの企業や営業担当者の特徴を、
既存のフレームワークを用いて多面的に考察した。ただし、革新的な取り組みを行ってい
るネスカフェ・アンバサダーの価値創造の分析に際しては、既存モデルが当てはまらない
ため新しいモデルを構築した。そのモデルでは、インターナル・マーケティング、エクス
ターナル・マーケティング、インタラクティブ・マーケティングのトライアングルが二重
に作用するという価値共創を示すことができた。 
ケーススタディによって明らかになった日本型リレーションシップ・マーケティングの
特徴は４つ挙げられた。 
１つ目は、顧客に届けているものは形のない価値であり、その価値を届けるという企業
のミッションが従業員に共有されているということである。ケースで取り上げた企業では、
従業員に企業理念や企業のミッションを根付かせるような仕組みが構築されており、商品
を販売するよりも顧客を支援することにより重点を置いていた。このことより、日本で実
施されているリレーションシップ・マーケティングを論じるためには、組織文化から研究
することが必要であることが明らかになった。  
つまり、顧客と営業担当者間の取引が行われている現場だけを研究対象にするのでは不
十分であり、その企業の従業員の前提認識まで深堀りし、その企業が何を価値としてどの
ように提供しようとするのかを研究しなければならないということである。そのため、営
業担当者の育成を検討する際は、まず背景にある組織文化や企業理念の徹底から開始する
ことが必要であることを示した。  
２つ目は、それらの企業の営業担当者は、内発的モチベーションにより営業活動を行っ
ているということである。企業のミッションが徹底されているため、自分はどのようにし
てお客様に役立てばよいか、自分で考えている。マニュアル的な対応ではなく顧客一人一
人に丁寧に向き合っており、悩みに共感し、支援する。さらに、顧客にとってより役に立
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つために技術や知識の習得に励んでいる。その関係性構築の場面では、一期一会、すなわ
ちおもてなしの精神が発揮されている。 
３つ目は、顧客を身内や仲間のように大切にするということである。 
イベントやパーティーなどでもてなすだけでなく、親身になって相談に応じたり支援した
りするという深いかかわりが見られた。また、不満や要望を聞き、できる限り顧客の意向
に沿うように様々な工夫を行う。また、顧客と個人的に親しくなったり、営業活動以外の
場面でも関係性を継続するよう交流したりしている。 
一方、顧客の方からも営業担当者との接点を求めていることが分かった。リレーション
シップ・マーケティングの概念の中でその生成過程が明らかになっていない社会的紐帯感
への欲求が、営業担当者との反復交流で発生していると考えられる。 
このように親しくなる背景には、日本ではウチ・ソトの分離が厳しく、馴染みのない相
手とは簡単に親しくはならない一方で、一旦親しくなると身内として深い関係性を築くと
いう性質があるためと考えられる。 
４つ目は、時間をかけて関係性を育み、win-win の価値を共創することである。 
ハイコンテクスト文化を持つ日本人は、親しい間柄では気持ちを理解できる一方、初対面
の相手に対しては警戒し、すぐには打ち解けないという性質がある。そのため、関係性を
構築するためには長期の期間を要する。 
そこで、営業担当者は時間をかけ回数を重ねて、少しずつ顧客に近づくのである。途中
であきらめず、粘り強く訪問を続けなければ関係性を築くことはできない。しかし、そう
いう粘り強さは、顧客にポジティブに受け止められている。 
顧客と接するときに重要なことは、既に述べたように顧客を大切にする気持ちである。
商品を販売する目的で訪問するのではなく、お役に立ちたい、支援したいという気持ちを
持っているからこそ、顧客に信頼されるようになる。 
このように時間をかけて親しくなった後は、３つ目に挙げた身内のような関係性に移行
する。交流が深まることで、悩みや要望を共有し、協力して顧客の価値を創造していくフ
ェーズになる。ここで、営業担当者または企業は顧客の支援のために力を尽くすのである
が、顧客だけが価値を得るわけではない。質の高い製品やサービスを提供することは、企
業にとっての価値でもある。さらに、顧客の要望から新しいサービスや価値を創り出すこ
とができる。ここでいう価値とは、経済的な価値ではない。企業が顧客に提供したい無形
の価値を届けるための新しい手段である。 
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日本型リレーションシップ・マーケティングの特徴を明らかにしたことにより、その考
察のためには組織や企業の持つ価値観、理念といった背景を研究することが不可欠である
と判明した。そのことにより、リレーションシップ・マーケティング研究に際して有効な
アプローチ、不適切なアプローチを対比によって示すことができた。リレーションシップ・
マーケティング研究においては、サービス・エンカウンターや財の交換プロセスなど、目
に見えるものを研究対象としている。それらの研究に加えて、表層に現れている事象の根
底にあるものを研究対象とする必要がある。そのためには、詳細な質的研究が適している。 
 
２．研究の限界 
 
本博士論文の研究に際しては、このような研究が過去になかったため、良く知られた企
業を事例として取り上げた。業種や事業形態が異なる企業について分析を行ったため、得
られた結論は日本型リレーションシップ・マーケティングの概要を示すにとどまった。 
特徴のある企業を選んだこと、製造業を対象としていることより、製造業以外の企業に
は当てはまらないという可能性も考えられる。また、企業の成功は事業戦略や経営者のリ
ーダーシップ、時代背景といったものにも左右されるが、本博士論文においてはそれらの
要素は考慮していない。 
また、ミルボンとオタフクソースのケースでは、営業担当者の生の声を収集することが
できなかったため、営業担当者視点のマーケティング要素が反映されていない可能性があ
る。 
最後に、ケースに取り上げた事例はいずれも製造業のサービタイゼーションが行われて
いるため、サービタイゼーションの成功要因と重なっている部分は現時点において明らか
にすることはできていない。 
 
３．今後の研究課題 
 
今後の課題としては、関係性構築において重視される要素について、本博士論文で得ら
れた結果の検証を行う必要がある。今回ケーススタディを行った企業が実施しているマー
ケティングについて、他の文化圏でどのような評価を受けるのか、日本人とそれ以外の国
民でどのように反応が異なるのかを比較し、日本的な特徴について精査したいと考える。
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Grönroos(2015)は「マーケティングの基礎となる概念は、関係性の中で生じる単一の交換
ではなく、関係性そのものである」と述べているが、望まれる関係性は国や地域によって
どのような違いがあるのか、類似点や共通点があるのかについて調査を行いたい。 
また、日本型リレーションシップ・マーケティングの要素を更に正確に特定するために、
多国籍企業の各国におけるリレーションシップ・マーケティング比較を行う研究が必要で
あると考える。 
 また、国内の同一業種で複数の企業比較を行うことで、より日本型リレーションシップ・
マーケティングの特徴を明らかにしたい。 
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